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○災害救助法による救助の開始　　　　　　　　　　　　（福祉総務課）……………78

○令和６年度福岡県職員採用選考試験（後期）の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人事委員会事務局任用課）……………78

　福岡県告示第562号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を令
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目　　　次
　　　　告　　　示（第562号−第566号）

○道路の供用の開始　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………１

○道路の区域の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………２

○急傾斜地崩壊危険区域の指定　　　　　　　　　　　　（砂　防　課）……………２

○道路の区域の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………２

○道路の供用の開始　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………３

　　　　公　　　告

○意見募集の結果の公示　　　　　　　　　　　　　（農山漁村振興課）……………３

○産業廃棄物処理施設の設置についての環境調査書の縦覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（廃棄物対策課）……………３

○開発行為に関する工事の完了　　　　　　　　　　　　（都市計画課）……………４

○土地改良区の清算人の退任　　　　　　　　　　　（農村森林整備課）……………４

○令和６年度砂利採取業務主任者試験の実施　　　　　　（工業保安課）……………４
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　区域の名称　　　陣尾

２　区域の所在地　　筑紫野市二日市北五丁目

３　土地の表示

　　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から13号までを順次結んだ線及び標柱

　番号１号と13号とを結んだ線に囲まれた区域

所　在　地 地　番 標柱番号

筑紫野市二日市北五丁目 77番４ １号及び13号

76番32 ２号及び３号

76番34 ４号

76番９ ５号から９号まで

76番12 10号

76番６ 11号及び12号

　福岡県告示第565号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

和６年９月13日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名 路　線　名 供　用　開　始　の　区　間

田　川 今任原
伊　田 線 田川市大字伊田3467番１先から

田川市大字伊田3450番12先まで

　福岡県告示第563号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

北九州 県　道 中　間
水　巻 線

前
中間市岩瀬西町1517番３先から
中間市岩瀬西町1515番１先まで

20.8
～ 

27.2
22.0

後
中間市岩瀬西町1517番３先から
中間市岩瀬西町1515番１先まで

20.8
～ 

23.1
22.0

　福岡県告示第564号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。
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　福岡県土砂埋立て等による災害の発生の防止に関する条例第４条に基づく土砂埋立て

等を行うときの許可申請に対する処分に係る審査基準の一部改正案について、令和６年

５月21日から令和６年６月21日までの間、御意見を募集しました。

　その結果、提出された御意見はありませんでしたので、原案のとおり令和６年８月６

日に改正しました。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

　問合せ先

　　福岡県農林水産部農山漁村振興課森林保全係

　　電話：092−643−3546

　　メールアドレス：nougyou@pref.fukuoka.lg.jp

　公告

　福岡県産業廃棄物処理施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する条例（平成２年

福岡県条例第20号）第６条の２の規定に基づく産業廃棄物処理施設の設置についての環

境調査書の提出があり、同条例第７条第２項の規定により指定地域を定め、同条第３項

の規定によりその旨を通知したので、同条例第８条第１項の規定により次のように公告

し、当該環境調査書を縦覧に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　設置者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　株式会社別府土建

　　朝倉市柿原310番地

　　代表取締役　別府　透

２　施設の種類及び処理能力

　　がれき類及びガラスくず等の破砕施設

　　がれき類　一日当たり　448ｔ

　　ガラスくず等　一日当たり　257.6ｔ

南筑後 県　道 南　関
大牟田北 線

前
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

12.0
～

66.0
3631.7

前
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

9.3
～

71.0
3635.0

前
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

12.0
～

66.0
3668.9

後
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

12.0
～

66.0
3631.7

後
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

9.3
～

71.0
3635.0

後
大牟田市大字四ケ135番３先から
大牟田市大字岩本2190番１先まで

12.0
～

66.0
3668.9

　福岡県告示第566号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を令

和６年９月13日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名 路　線　名 供　用　開　始　の　区　間

南筑後 南　関
大牟田北 線 大牟田市大字四ケ135番３先から

大牟田市大字四ケ130番３先まで

公　　　告
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氏　　　　名 住　　　　　　　　　所

清水　孝則 行橋市大字上稗田578番地

金丸　友広 行橋市大字下稗田1114番地

松本　　弘 行橋市大字前田1899番地２

竹下　智昭 行橋市大字中川171番地

馬場　政弘 行橋市大字下検地462番地１

　公告

　令和６年度砂利採取業務主任者試験を次のように実施する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　受験資格

　　特に制限はない。

２　試験

　⑴　方法

　　　試験は、筆記による試験とし、試験科目等は、次のとおりとする。

　　ア　砂利の採取に関する法令

　　イ　砂利の採取に関する技術的な事項（基礎的な土木及び河川工学に関する事項を

含む。）

　⑵　日時及び場所

日　　時 場　　所

令和６年11月８日（金曜日）
午前10時00分から正午まで

福岡市博多区千代一丁目20番31号
福岡県千代合同庁舎801Ａ会議室

３　受験手続及び受付期間

　⑴　受験の申込方法

　　ア　受験願書１部に受験票・写真票１部及び受験手数料8,100円を添えて、福岡県

商工部工業保安課（郵便番号812−8577　福岡市博多区東公園７番７号。以下「

工業保安課」という。）に提出すること。

３　設置場所

　　朝倉市三奈木字山ノ鼻1026番及び1033番１

４　指定地域

　　朝倉市三奈木、城、烏集院及び入地の各一部

　　上の区域を図面において表示し、５に掲げる場所に備え置いて縦覧に供する。

５　縦覧の場所

　　福岡県環境部廃棄物対策課及び福岡県北筑後保健福祉環境事務所環境課

６　縦覧の期間

　　令和６年９月13日から同年10月15日まで

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　那珂川市大字山田字板井崎463番１、469番２及び469番８の一部並びに字寺山田507

番２及び508番２並びにこれらの区域内の水路である市有地の一部

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　那珂川市五郎丸四丁目３−１−601号室

　　中島　克己

　公告

　解散した清算法人前田土地改良区から清算人の退任の届出があったので、土地改良法

（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第18項の規定によ

り次のように公告する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

変更前

調査を行う者の名称 調　査　地　域

北 九 州 市

小倉南区
　上吉田一丁目・二丁目・六丁目、中吉田一丁目・三丁目・四丁目
・五丁目・六丁目、下吉田三丁目・四丁目、大字吉田の各一部
八幡西区
　本城一丁目・二丁目・三丁目、本城東二丁目・三丁目、力丸町、
大字本城の各一部

福 岡 市 西区
　愛宕三丁目・四丁目、姪の浜二丁目の各一部

大 牟 田 市 藤田町の一部、浪花町、早米来町一丁目・二丁目、三川町五丁目、
船津町、桜町、沖田町

直 方 市 大字下新入、上新入、感田、知古の各一部

田 川 市 大字夏吉の一部

行 橋 市 行事六丁目・七丁目の各一部

小 郡 市 三沢、大保、小郡の各一部

春 日 市 若葉台東、原町、春日の各一部

古 賀 市 小山田、薬王寺の各一部

糟 屋 郡 新 宮 町 原上の一部

田 川 郡 香 春 町 大字中津原の一部

田 川 郡 添 田 町 大字野田、大字英彦山の各一部

田 川 郡 大 任 町 今任原の一部

田 川 郡 赤 村 大字赤の一部

田 川 郡 福 智 町 赤池の一部

　　イ　受験票・写真票には、写真（申込前６月以内に撮影した上半身、無帽、正面向

き、縦６センチメートル、横４センチメートルで、その裏面に撮影年月日、氏名

及び年齢を記載したもの）１枚を必ず貼付すること。

　　ウ　受験願書及び受験票・写真票の用紙は、工業保安課で配布する。郵便によって

これらの用紙を請求する場合は、宛先及び郵便番号を明記して９月30日までの返

送分は120円（１部まで。２部又は３部の場合は140円。）、10月１日からの返送

分は140円（１部まで。２部又は３部の場合は180円。）切手を貼った返信用封筒

を必ず同封すること。

　　エ　受験手数料8,100円は、福岡県領収証紙により納入すること。受験手数料は、

申込受付後は、申込みを取り消した場合又は試験を受けなかった場合でも返還し

ない。

　　オ　郵便によって受験を申し込む場合には、必ず書留郵便（簡易書留郵便を含む。

）にすること。

　⑵　受付期間

　　ア　受験申込みの受付期間は、令和６年９月17日（火曜日）から同年10月18日（金

曜日）までの福岡県の休日を定める条例（平成元年福岡県条例第23号）第１条に

規定する休日を除く毎日、午前９時00分から午後５時00分までとする。

　　イ　郵便による受験申込みは、令和６年10月18日（金曜日）までの消印のあるもの

に限り受け付ける。

４　合格者は、令和６年12月３日（火曜日）に発表する。発表は、福岡県公報に登載す

るほか、各受験者に合否の通知をして行う。

５　その他

　　受験手続その他の試験に関する事項の問合せは、工業保安課（電話092−643−3438

）に対して行うこと。

　公告

　国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定に基づき、令和６年度

における地籍調査事業計画の一部を次のとおり変更したので、同条第５項の規定により

公示する。
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　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　糸島市志摩芥屋字大坪3236番３の一部、3237番１及び3237番３の一部

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　福岡市西区拾六町一丁目10番５号

　　株式会社コスモス

　　代表取締役　小川　正一郎

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１

項の規定により吉富町から送付のあった次の都市計画の図書の写しを福岡県建築都市部

下水道課において公衆の縦覧に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

　京築広域都市計画下水道（令和６年７月30日吉富町企管告示第７号）

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　田川郡川崎町大字池尻字免武ノ丁400番１、401番２、405番１、405番２、406番１

、407番１及び407番３並びに字山鹿島408番１及び408番４並びにこれら区域内の道路

である町有地の一部及び水路である町有地の全部

変更後

調査を行う者の名称 調　査　地　域

北 九 州 市

小倉南区
　上吉田一丁目・二丁目・六丁目、中吉田一丁目・三丁目・四丁目
・五丁目・六丁目、下吉田三丁目・四丁目、大字吉田の各一部
八幡西区
　本城一丁目・二丁目・三丁目、本城東二丁目・三丁目、力丸町、
大字本城の各一部

福 岡 市 西区
　愛宕三丁目・四丁目、姪の浜二丁目の各一部

大 牟 田 市 藤田町の一部、浪花町、早米来町一丁目・二丁目、三川町五丁目、
船津町、桜町、沖田町、神田町

直 方 市 大字下新入、上新入、感田、知古の各一部

田 川 市 大字夏吉の一部

行 橋 市 行事六丁目・七丁目の各一部

小 郡 市 三沢、大保、小郡の各一部

春 日 市 若葉台東、原町、春日の各一部

古 賀 市 小山田、薬王寺の各一部

糟 屋 郡 新 宮 町 原上の一部

田 川 郡 香 春 町 大字中津原の一部

田 川 郡 添 田 町 大字野田、大字英彦山の各一部

田 川 郡 大 任 町 今任原の一部

田 川 郡 赤 村 大字赤の一部

田 川 郡 福 智 町 赤池の一部
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　福岡県漁業調整規則の一部を改正する規則案について、次のとおり意見を募集します

。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　意見募集期間

　　令和６年９月13日から令和６年10月15日まで

２　概要、受付方法等

　　関連資料については、福岡県ホームページ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/）に

掲載するほか、福岡県農林水産部水産局漁業管理課に備え置きます。

　公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定に基づき、県営土地改良事

業計画を定めたので、同条第５項の規定により公告し、その関係書類を次のように縦覧

に供する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

縦覧に供する書類 縦覧期間 縦覧場所

県営柿原（中池）地区土地改良（
農業用ため池整備）事業計画書の
写し

令和６年９月13日から
令和６年10月16日まで 朝倉市役所

　西日本宝くじ事務協議会告示第18号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2472回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都千代田区神田三崎町三丁目３番21号

　　大和ハウスリアルティマネジメント株式会社

　　代表取締役　伊藤　光博

　公告

　介護保険法（平成９年法律第123号）第77条第１項の規定に基づき、指定居宅サービ

ス事業者に係る指定を取り消したので、同法第78条第３号及び介護保険法施行規則（平

成11年厚生省令第36号）第131条の２の規定により、次のように公告する。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

サービス
の種類

介 護 保 険
事業所番号

事業所の名称
及び所在地

事業者の名称
又は氏名

取　消
年月日

訪問介護 4075000713 ヘルパーステーション山桜
遠賀郡水巻町高尾14−５ 合同会社里櫻 令和６年

８月９日

訪問看護 4066190168 訪問看護ステーション山桜
遠賀郡水巻町高尾14−５ 合同会社里櫻 令和６年

８月９日

　公告

　介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の９第１項の規定に基づき、指定介護予

防サービス事業者に係る指定を取り消したので、同法第115条の10第３号及び介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の23の規定により、次のように公告す

る。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

サービス
の種類

介 護 保 険
事業所番号

事業所の名称
及び所在地

事業者の名称
又は氏名

取　消
年月日

介護予防訪問看護 4066190168 訪問看護ステーション山桜
遠賀郡水巻町高尾14−５ 合同会社里櫻 令和６年

８月９日

　公告
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・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2473回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　900,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　45組

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年10月18日から

　　　　　　　　　　　　令和６年11月12日まで

６　抽 せ ん 日　令和６年11月15日

７　当せん金支払開始日　令和６年11月20日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 30,000,000 円 ２ 本

前 後 賞 10,000,000 円 ４ 本

組 違 い 賞 100,000 円 88 本

２ 等 1,000,000 円 45 本

３ 等 10,000 円 9,000 本

４ 等 1,000 円 45,000 本

５ 等 200 円 450,000 本

実 り の 秋 賞 20,000 円 1,350 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2472回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　200,000,000円

　　　　　　　　　　　　100万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年10月２日から

　　　　　　　　　　　　令和６年10月22日まで

６　当せん金支払開始日　令和６年10月２日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 1,000,000 円 10 本

２ 等 50,000 円 100 本

３ 等 10,000 円 4,000 本

４ 等 2,000 円 10,000 本

５ 等 200 円 100,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第19号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2473回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本
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４ 等 5,000 円 4,000 本

５ 等 1,000 円 40,000 本

６ 等 100 円 400,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第21号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2475回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2475回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　500,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　50組

４　証 票 金 額　１枚　100円

５　発 売 期 間　令和６年11月13日から

　　　　　　　　　　　　令和６年12月10日まで

６　抽 せ ん 日　令和６年12月13日

７　当せん金支払開始日　令和６年12月18日

８　当せん金の額及び当せんの数

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第20号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2474回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2474回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　400,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　40組

４　証 票 金 額　１枚　100円

５　発 売 期 間　令和６年10月18日から

　　　　　　　　　　　　令和６年11月５日まで

６　抽 せ ん 日　令和６年11月８日

７　当せん金支払開始日　令和６年11月13日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 10,000,000 円 １ 本

前 後 賞 2,500,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 39 本

２ 等 300,000 円 80 本

３ 等 30,000 円 1,200 本
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　　　　　　　　　　　　250万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年11月27日から

　　　　　　　　　　　　令和６年12月24日まで

６　当せん金支払開始日　令和６年11月27日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 1,000,000 円 25 本

２ 等 50,000 円 250 本

３ 等 10,000 円 10,000 本

４ 等 2,000 円 25,000 本

５ 等 200 円 250,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第23号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2477回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2477回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 15,000,000 円 １ 本

前 後 賞 2,500,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 49 本

２ 等 300,000 円 100 本

３ 等 30,000 円 1,000 本

４ 等 5,000 円 5,000 本

５ 等 1,000 円 50,000 本

６ 等 100 円 500,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第22号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2476回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2476回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　500,000,000円
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　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2478回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　2,000,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　100組

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年12月22日から

　　　　　　　　　　　　令和７年１月14日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年１月17日

７　当せん金支払開始日　令和７年１月22日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 150,000,000 円 １ 本

前 後 賞 25,000,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 99 本

２ 等 1,000,000 円 200 本

３ 等 3,000 円 30,000 本

４ 等 1,000 円 100,000 本

５ 等 200 円 1,000,000 本

お 年 玉 賞 20,000 円 5,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　400,000,000円

　　　　　　　　　　　　200万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年12月４日から

　　　　　　　　　　　　令和６年12月24日まで

６　当せん金支払開始日　令和６年12月４日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 3,000,000 円 ４ 本

２ 等 50,000 円 200 本

３ 等 10,000 円 2,400 本

４ 等 2,000 円 12,000 本

５ 等 200 円 600,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第24号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2478回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において
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　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第26号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2480回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2480回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　300,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　30組

４　証 票 金 額　１枚　100円

５　発 売 期 間　令和７年１月８日から

　　　　　　　　　　　　令和７年１月28日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年１月31日

７　当せん金支払開始日　令和７年２月５日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 10,000,000 円 １ 本

前 後 賞 2,500,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 29 本

２ 等 300,000 円 60 本

３ 等 30,000 円 600 本

　西日本宝くじ事務協議会告示第25号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2479回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2479回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　500,000,000円

　　　　　　　　　　　　250万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和６年12月25日から

　　　　　　　　　　　　令和７年１月14日まで

６　当せん金支払開始日　令和６年12月25日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 1,000,000 円 25 本

２ 等 50,000 円 250 本

３ 等 10,000 円 10,000 本

４ 等 2,000 円 25,000 本

５ 等 200 円 250,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。
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等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 30,000,000 円 １ 本

前 後 賞 10,000,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 79 本

２ 等 1,000,000 円 160 本

３ 等 10,000 円 16,000 本

４ 等 1,000 円 80,000 本

５ 等 200 円 800,000 本

新 春 幸 運 賞 30,000 円 3,200 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第28号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2482回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2482回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　400,000,000円

４ 等 5,000 円 3,000 本

５ 等 1,000 円 30,000 本

６ 等 100 円 300,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第27号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2481回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2481回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　1,600,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　80組

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和７年１月８日から

　　　　　　　　　　　　令和７年２月６日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年２月12日

７　当せん金支払開始日　令和７年２月17日

８　当せん金の額及び当せんの数
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　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　400,000,000円

　　　　　　　　　　　　200万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和７年２月５日から

　　　　　　　　　　　　令和７年３月４日まで

６　当せん金支払開始日　令和７年２月５日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 1,000,000 円 20 本

２ 等 50,000 円 200 本

３ 等 10,000 円 8,000 本

４ 等 2,000 円 20,000 本

５ 等 200 円 200,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第30号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2484回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

　　　　　　　　　　　　200万通

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和７年１月15日から

　　　　　　　　　　　　令和７年２月４日まで

６　当せん金支払開始日　令和７年１月15日

７　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 5,000,000 円 ４ 本

２ 等 50,000 円 200 本

３ 等 10,000 円 2,000 本

４ 等 1,000 円 20,000 本

５ 等 200 円 600,000 本

８　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第29号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2483回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2483回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行
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　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2485回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2485回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　1,000,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　50組

４　証 票 金 額　１枚　200円

５　発 売 期 間　令和７年３月11日から

　　　　　　　　　　　　令和７年３月31日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年４月４日

７　当せん金支払開始日　令和７年４月９日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 30,000,000 円 １ 本

前 後 賞 10,000,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 49 本

２ 等 300,000 円 150 本

３ 等 10,000 円 15,000 本

４ 等 1,000 円 50,000 本

５ 等 200 円 500,000 本

新 生 活 応 援 賞 30,000 円 2,000 本

１　名 称　第2484回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　400,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　40組

４　証 票 金 額　１枚　100円

５　発 売 期 間　令和７年２月19日から

　　　　　　　　　　　　令和７年３月11日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年３月14日

７　当せん金支払開始日　令和７年３月19日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 10,000,000 円 １ 本

前 後 賞 2,500,000 円 ２ 本

組 違 い 賞 100,000 円 39 本

２ 等 300,000 円 80 本

３ 等 30,000 円 800 本

４ 等 5,000 円 4,000 本

５ 等 1,000 円 40,000 本

６ 等 100 円 400,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第31号
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組 違 い 賞 100,000 円 24 本

２ 等 300,000 円 25 本

３ 等 30,000 円 250 本

４ 等 5,000 円 2,500 本

５ 等 1,000 円 25,000 本

６ 等 100 円 250,000 本

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人九州歯科大学令和５年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人九州歯科大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　粟野　秀慈

９　注 意 事 項　

　⑴　受託銀行等から直接に購入した者若しくは当該購入者から贈与を受けた者又はこ

れらの者の相続人その他の一般継承人以外の者は、当せん金を受領することができ

ない。

　⑵　証票は転売できない。

　西日本宝くじ事務協議会告示第32号

　当せん金付証票法（昭和23年法律第144号）第７条第１項の規定に基づき、第2486回西

日本宝くじの発売条件等を次のように定める。

　　令和６年９月13日

　鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本

・大分・宮崎・鹿児島・沖縄の各県知事及び北九州・福岡・広島・岡山・熊本の各市長

の名において

　　　　　　　　　　西日本宝くじ事務協議会会長　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名 称　第2486回西日本宝くじ

２　受託銀行等の名称　株式会社みずほ銀行

　　及 び 所 在 地　東京都千代田区大手町１−５−５

３　発売総額及び通数　250,000,000円

　　　　　　　　　　　　10万通　25組

４　証 票 金 額　１枚　100円

５　発 売 期 間　令和７年３月12日から

　　　　　　　　　　　　令和７年３月25日まで

６　抽 せ ん 日　令和７年３月28日

７　当せん金支払開始日　令和７年４月２日

８　当せん金の額及び当せんの数

等　　　　 級 当 せ ん 金 額 当せんの数

１ 等 20,000,000 円 １ 本

前 後 賞 5,000,000 円 ２ 本
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0
,6

9
9

構
築

物
4
0
7
,4

2
9

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
9
1
,0

0
2

2
1
6
,4

2
6

工
具

器
具

備
品

1
,3

4
3
,1

5
4

減
価

償
却

累
計

額
△

 8
8
2
,9

5
1

4
6
0
,2

0
3

医
療

用
工

具
器

具
備

品
8
0
7
,8

0
7

減
価

償
却

累
計

額
△

 7
1
1
,6

7
1

9
6
,1

3
6

リ
ー

ス
資

産
7
7
5
,0

6
6

減
価

償
却

累
計

額
△

 3
1
5
,6

4
0

4
5
9
,4

2
6

図
書

2
0
1
,8

0
5

美
術

品
2
2
,7

6
1

建
設

仮
勘

定
3
3

有
形

固
定

資
産

合
計

1
3
,4

8
8
,9

1
0

２
無

形
固

定
資

産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
7
,3

8
3

リ
－

ス
資

産
2
9
,3

8
7

電
話

加
入

権
7
5

無
形

固
定

資
産

合
計

4
6
,8

4
6

固
定

資
産

合
計

1
3
,5

3
5
,7

5
6

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

4
9
4
,3

2
2

未
収

学
生

納
付

金
収

入
3

未
収

附
属

病
院

収
入

1
4
4
,4

5
5

徴
収

不
能

引
当

金
△

 7
8

1
4
4
,3

8
0

そ
の

他
未

収
金

2
3
1
,1

3
8

棚
卸

資
産

1
,3

1
2

医
薬

品
及

び
診

療
材

料
1
2
,7

0
2

前
払

費
用

7
7
4

流
動

資
産

合
計

8
8
4
,6

3
0

資
産

合
計

1
4
,4

2
0
,3

8
7

貸
 借

 対
 照

 表

（
令

和
6
年

3
月

3
1
日

）

資
産

の
部

-
 1

 -



18
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

Ⅰ
　

固
定

負
債

長
期

繰
延

補
助

金
等

（
注

）
7
2
6
,3

0
1

7
2
6
,3

0
1

長
期

未
払

金
2
4
,5

7
0

長
期

リ
ー

ス
債

務
4
1
4
,1

1
2

固
定

負
債

合
計

1
,1

6
4
,9

8
3

Ⅱ
　

流
動

負
債

寄
附

金
債

務
（
注

）
6
9
,6

8
5

前
受

受
託

研
究

費
（
注

）
1
,3

7
7

前
受

共
同

研
究

費
（
注

）
6
,0

0
5

前
受

金
3
,2

7
6

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
2
7
,3

5
7

預
り

金
2
1
,7

9
9

未
払

金
3
5
0
,8

5
5

未
払

消
費

税
等

4
,1

3
1

リ
ー

ス
債

務
6
6
,4

4
8

流
動

負
債

合
計

5
5
0
,9

3
6

負
債

合
計

1
,7

1
5
,9

2
0

Ⅰ
資

本
金

地
方

公
共

団
体

出
資

金
1
9
,6

7
9
,2

0
9

資
本

金
合

計
1
9
,6

7
9
,2

0
9

Ⅱ
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
4
8
8
,5

8
0

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
△

）
（
注

）
△

 8
,0

8
4
,7

0
9

減
損

損
失

相
当

累
計

額
（
△

）
（
注

）
△

 1
8
,1

8
4

除
売

却
差

額
相

当
累

計
額

（
△

）
（
注

）
△

 1
1
,4

6
0

資
本

剰
余

金
合

計
△

 7
,6

2
5
,7

7
3

Ⅲ
利

益
剰

余
金

当
期

未
処

分
利

益
6
5
1
,0

3
1

（
う

ち
当

期
総

利
益

）
( 

6
9
2
,9

5
5

)

利
益

剰
余

金
合

計
6
5
1
,0

3
1

純
資

産
合

計
1
2
,7

0
4
,4

6
7

負
債

純
資

産
合

計
1
4
,4

2
0
,3

8
7

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。

負
債

の
部

純
資

産
の

部

-
 2

 -



19
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

業
務

費

教
育

経
費

1
3
0
,8

8
7

研
究

経
費

1
7
1
,0

4
0

診
療

経
費

7
3
3
,7

8
5

教
育

研
究

支
援

経
費

4
6
,9

8
8

受
託

研
究

費
1
,6

6
7

共
同

研
究

費
7
,1

1
9

役
員

人
件

費
9
1
,4

0
6

教
員

人
件

費
1
,2

3
1
,6

5
6

職
員

人
件

費
7
3
9
,2

2
6

3
,1

5
3
,7

7
9

一
般

管
理

費
4
5
2
,7

0
9

財
務

費
用

支
払

利
息

4
,1

0
4

4
,1

0
4

雑
損

1
,2

3
8

経
常

費
用

合
計

3
,6

1
1
,8

3
2

運
営

費
交

付
金

収
益

（
注

）
1
,7

5
8
,5

2
3

授
業

料
収

益
（
注

）
4
0
3
,1

4
4

入
学

金
収

益
（
注

）
6
5
,0

1
6

検
定

料
収

益
9
,3

4
4

附
属

病
院

収
益

1
,1

5
8
,6

2
7

受
託

研
究

収
益

（
注

）
1
,8

6
7

共
同

研
究

収
益

（
注

）
8
,1

2
4

補
助

金
等

収
益

（
注

）
1
2
5
,3

8
1

寄
附

金
収

益
（
注

）
4
7
,0

4
2

財
務

収
益

受
取

利
息

7

そ
の

他
の

財
務

収
益

4
8

5
6

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

4
,1

9
9

手
数

料
収

益
7
5
1

研
究

関
連

収
入

3
0
,9

4
5

そ
の

他
の

雑
益

1
4
,6

9
6

5
0
,5

9
1

経
常

収
益

合
計

3
,6

2
7
,7

2
0

経
常

利
益

1
5
,8

8
7

臨
時

損
失

固
定

資
産

除
却

損
4
,1

7
8

4
,1

7
8

損
 益

 計
 算

 書

（
令

和
5
年

4
月

1
日

～
令

和
6
年

3
月

3
1
日

）

経
常

費
用

経
常

収
益

-
 3

 -



20
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

臨
時

利
益

徴
収

不
能

引
当

金
戻

入
益

6
6

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
（
注

）
3
7
9
,0

4
8

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
（
注

）
1
4
0
,8

3
5

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
（
注

）
5
3
,7

4
8

運
営

費
交

付
金

精
算

収
益

化
額

（
注

）
1
0
6
,6

6
3

そ
の

他
の

臨
時

利
益

8
8
2

6
8
1
,2

4
5

当
期

純
利

益
6
9
2
,9

5
5

当
期

総
利

益
6
9
2
,9

5
5

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

に
関

す
る

注
記

6
9
2
,9

5
5

減
価

償
却

相
当

額
△

 5
2
9
,0

4
3

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
2
,9

6
6

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
（
注

）
5
7
,8

0
3

小
計

△
 4

6
8
,2

7
3

　
　

　
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト

等
を

含
め

た
損

益
相

当
額

2
2
4
,6

8
1

（
注

）
退

職
給

付
引

当
増

加
相

当
額

の
中

に
は

、
福

岡
県

か
ら

の
派

遣
社

員
に

係
る

も
の

が
9
,5

2
1
千

円
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

に
関

す
る

注
記

当
期

受
入

額
1
0
3
,0

2
4

当
期

支
出

額
1
0
8
,0

1
8

当
期

総
利

益

-
 4

 -



21
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（単位：千円）

うち当期総利益

当期首残高 19,679,209 19,679,209 488,580 △ 7,555,666 △ 18,184 △ 11,460 △ 7,096,729 △ 41,923 － △ 41,923 12,540,555

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　固定資産の除売却 － － － － － － － － － － －

　　　　　減価償却 － － － △ 529,043 － － △ 529,043 － － － △ 529,043

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（１）　利益の処分又は損失の処理

　（２）　その他

　　　　　当期純利益 － － － － － － － 692,955 692,955 692,955 692,955

当期変動額合計 － － － △ 529,043 － － △ 529,043 692,955 692,955 692,955 163,911

当期末残高 19,679,209 19,679,209 488,580 △ 8,084,709 △ 18,184 △ 11,460 △ 7,625,773 651,031 692,955 651,031 12,704,467

減価償却
相当累計額（△）

　純　資　産　変　動　計　算　書

 （令和 5 年 4 月１日～令和 6 年 3 月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金

純資産
合計資本剰余金合計

利益剰余金
合計

Ⅲ　利益剰余金

減損損失
相当累計額（△）

設立団体
出資金

資本金
合計

資本剰余金
除売却差額相当

累計額（△）
当期未処分利益

- 5 -



22
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
 単

位
：
千

円
 )

Ⅰ
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

△
 9

7
9
,1

9
4

　
　

人
件

費
支

出
△

 1
,9

6
0
,2

3
7

　
　

そ
の

他
の

業
務

支
出

△
 3

3
9
,1

7
5

　
　

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,7

1
5
,0

7
2

　
　

授
業

料
収

入
3
8
9
,2

7
1

　
　

入
学

金
収

入
6
5
,0

1
6

　
　

検
定

料
収

入
9
,3

4
4

　
　

附
属

病
院

収
入

1
,1

7
1
,9

8
7

　
　

受
託

研
究

収
入

2
,2

0
0

　
　

共
同

研
究

収
入

9
,0

6
2

　
　

補
助

金
等

収
入

3
5
1
,3

7
7

　
　

寄
附

金
収

入
2
7
,9

4
3

　
　

そ
の

他
の

収
入

4
9
,7

8
7

　
　

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

△
 1

2
,6

4
4

　
　

　
　

小
計

4
9
9
,8

0
9

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

4
9
9
,8

0
9

Ⅱ
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 5

1
8
,3

1
4

　
　

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 6

,1
6
6

　
　

　
　

小
計

△
 5

2
4
,4

8
1

　
　

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
7

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 5

2
4
,4

7
4

Ⅲ
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

債
務

の
返

済
に

よ
る

支
出

△
 9

7
,0

0
3

　
　

　
　

小
計

△
 9

7
,0

0
3

　
　

利
息

の
支

払
額

△
 4

,1
0
4

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 1

0
1
,1

0
8

Ⅳ
資

金
減

少
額

△
 1

2
5
,7

7
2

Ⅴ
資

金
期

首
残

高
6
2
0
,0

9
5

Ⅵ
資

金
期

末
残

高
4
9
4
,3

2
2

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

3
1
日

）

-
 6

 -



23
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
円

）

Ⅰ
当

期
未

処
分

利
益

6
5
1
,0

3
1
,1

8
3

当
期

総
利

益
6
9
2
,9

5
5
,0

6
3

前
期

繰
越

欠
損

金
△

 4
1
,9

2
3
,8

8
0

Ⅱ
利

益
処

分
額

積
立

金
6
5
1
,0

3
1
,1

8
3

利
益

の
処

分
に

関
す

る
書

類



24
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

-
 
8
 
- 

 

注
記

事
項

 
 
 
 
 

 

 Ⅰ
 
重
要
な
会
計
方
針

 

 
 
 
当
事
業
年
度
よ
り
、
改
訂
後
の
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」
（
令

和
４
年
８
月
３
１
日
改
訂
）
並
び
に
「
『
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
』

に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
」
（
令
和
６
年
３
月
改
訂
）
（
以
下
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、

資
産
見
返
負
債
の
廃
止
に
係
る
改
訂
内
容
を
適
用
し
て
財
務
諸
表
等
を
作
成
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
の
う
ち
、
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
の
導
入
に
よ
る
改
訂
内
容
に
つ

い
て
は
、
令
和
６
事
業
年
度
か
ら
適
用
し
ま
す
。

 

 

１
 
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
益
の
計
上
基
準

 

 
 
 
原
則
と
し
て
、
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
退
職
一
時
金
、
個
人
業
績
評
価
加
算
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
特
別
経
費
に
つ
い
て
は
、
費
用
進
行
基
準
を

採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

２
 
減
価
償
却
の
会
計
処
理
方
法

 

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
、
以

 

下
の
と
お
り
で
あ
り
ま
す
。

 

建
物

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
8
～

4
7
年

 

構
築
物

 
 
 
 

 
 

 
 
1
0
～

6
0
年

 

工
具
器
具
備
品

 
 
 

 
 

4
～

1
5
年

 

 
医
療
用
工
具
器
具
備
品

 
 

4
～

1
0
年

 

所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
に
つ
い
て
は
、
自
己
所
有
の
固
定
資
産
に
適
用

 

す
る
減
価
償
却
方
法
と
同
一
の
方
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
受
託
研
究
等
収
入
に
よ
り
購
入
し
た
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
令
和
４
年
度
以
前
の
購
入
分
は
当
該
受
託

研
究
等
期
間
を
耐
用
年
数
と
し
て
お
り
ま
す
。
令
和
５
年
度
以
降
の
購
入
分
は
当
該
資
産
が
当
該
研
究
の
終
了
後
に

他
の
目
的
に
使
用
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
当
該
受
託
研
究
期
間
を
耐
用
年
数
と
し
、
一
方
、
当
該
資
産
を

当
該
研
究
の
終
了
後
も
使
用
す
る
予
定
で
あ
る
場
合
は
、
上
記
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま

す
。

 

ま
た
、
特
定
の
償
却
資
産
（
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第

8
7
）
の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
減
価
償

 

却
相
当
累
計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

 

な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（

5
年
）
に
基
づ
い
て

 

お
り
ま
す
。

 

 

３
 
引
当
金
の
計
上
基
準

 

（
１
）
徴
収
不
能
引
当
金
及
び
貸
倒
引
当
金
の
計
上
基
準

 

債
権
の
回
収
不
能
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
、
一
般
債
権
に
つ
い
て
は
貸
倒
実
績
率
に
よ
り
、
貸
倒
懸
念
債
権

 

等
特
定
の
債
権
に
つ
い
て
は
個
別
に
債
権
の
回
収
可
能
性
を
検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
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（
２
）
賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

 

役
員
及
び
教
職
員
に
対
し
て
支
給
す
る
賞
与
に
つ
い
て
は
、
翌
期
以
降
の
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な

 

さ
れ
る
た
め
、
賞
与
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
賞
与
引
当
増
加
相
当
額
は
、
当
期
末
の
賞
与
引
当

 

相
当
額
か
ら
前
期
末
の
同
相
当
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

 

 （
３
）
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

 

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
を

 

 
 
 
  

 
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
退
職
給
付
引
当
増
加
相
当
額
は
、
地
方
独
立
行
政

法
人
会
計
基
準
第
８
９
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て

お
り
ま
す
。

 

 

４
 
棚
卸
資
産
の
評
価
基
準
及
び
評
価
方
法

 

（
１
）
棚
卸
資
産
（
貯
蔵
品
）

 
 
評
価
基
準
：
低
価
法

 
 
評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法

 

 （
２
）
医
薬
品
及
び
診
療
材
料

 
 

 
評
価
基
準
：
低
価
法

 
 
評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法

 

 

５
 
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理

 

リ
ー
ス
料
総
額
が

3
,
0
0
0
千
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方
法

に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

 

 

６
 
消
費
税
等
の
会
計
処
理

 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

 

 (
会
計
方
針
の
変
更

)
 

 
１
 
会
計
基
準
の
改
定
に
伴
う
資
産
見
返
負
債
の
計
上
の
廃
止

 

 
 
 
前
事
業
年
度
ま
で
運
営
費
交
付
金
、
授
業
料
、
寄
附
金
を
財
源
と
し
て
固
定
資
産
を
取
得
し
た
場
合
、
資
産
見
返
負

 

債
を
計
上
し
、
減
価
償
却
に
伴
い
同
額
を
収
益
に
振
替
え
て
お
り
ま
し
た
が
、
当
事
業
年
度
よ
り
改
訂
後
の
地
方
独
立
 

行
政
法
人
会
計
基
準
等
を
適
用
し
、
固
定
資
産
を
取
得
し
た
時
点
で
収
益
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
、
資
産
見
返
負
債
は

 

計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

 

 
 
 
な
お
、
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
に
従
っ
て
、
前
事
業
年
度
末
の
資
産
見
返
負
債
は
当
期
首
に
臨

 

時
利
益
に
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

 

 
 
 
 
こ
の
結
果
、
前
事
業
年
度
と
比
較
し
て
経
常
収
益
が

5
3
,
5
8
0
千
円
減
少
す
る
と
と
も
に
、
臨
時
利
益
が

5
7
3
,
5
7
9
千
円
 

増
加
し
、
当
期
純
利
益
及
び
当
期
総
利
益
が

5
1
9
,
9
99
千
円
増
加
し
て
お
り
ま
す
。

 

 
 
 
 
ま
た
、
前
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
に
お
け
る
「
資
産
見
返
補
助
金
等
」
は
当
事
業
年
度
よ
り
「
長
期
繰
延
補
助
金

 

等
」
と
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
が
、
損
益
に
与
え
る
影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 

２
 
受
託
研
究
等
収
入
に
よ
り
購
入
し
た
償
却
資
産
の
耐
用
年
数
の
変
更

 

受
託
研
究
等
収
入
に
よ
り
購
入
し
た
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
当
該
受
託
研
究
等
期
間
を
耐
用
年
数
と
し
て
い
ま
し

た
が
、
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
を
適
用
し
、
当
該
研
究
の
終
了
後
も
使
用
す
る
予
定
で
あ
る
償
却

資
産
に
つ
い
て
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
上
の
一
般
的
耐
用
年
数
を
採
用
し
て
い
ま
す
。

 

な
お
、
当
事
業
年
度
に
お
い
て
、
損
益
に
与
え
る
影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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 Ⅱ
 
貸
借
対
照
表
関
係

 

１
 
賞
与
引
当
金
の
見
積
額

 

 
 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
賞
与
引
当
金
の
見
積
額
は
、
1
1
3
,
7
2
8
千
円
で
す
。
 

 

２
 
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額

 

 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、
8
7
0
,
7
17
千
円
で
す
。

 

 

Ⅲ
 
損
益
計
算
書
関
係

 

 
１
 
臨
時
利
益
の
う
ち
、
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
戻
入

1
4
0
,8
3
5
千
円
、
資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

5
3
,
7
4
8
千
円
、
資
産

見
返
物
品
受
贈
額
戻
入

3
7
9
,
0
48
千
円
は
会
計
基
準
改
訂
に
伴
い
期
首
に
計
上
し
た
資
産
見
返
負
債
の
収
益
化
額
で
す
。
 

 Ⅳ
 
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
す
る
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
関
係

 

 

１
 
業
務
費
用

 

（
１
）
損
益
計
算
書
上
の
費
用

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
3
,
6
1
6
,0

1
0
千
円
 

（
２
）
（
控
除
）
自
己
収
入
等

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
△
1
,
8
17

,
64
4
千
円
 

 
 
 
業
務
費
用
合
計

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
1
,
7
9
8,
3
66
千
円
 

２
 
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
4
68

,
27
3
千
円
 

３
 
機
会
費
用

 

 
 
 
 
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た

 

使
用
料
に
よ
る
機
会
費
用

 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
  

 
 
-
千
円
 

 
 
 
 
地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
8
7
,
1
0
0
千
円
 

 
 
 
 
無
利
子
又
は
通
常
よ
り
も
有
利
な
条
件
に
よ
る

 

融
資
取
引
の
機
会
費
用

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
-
千
円

 
 
 

 
8
7
,
10
0
千
円
 

４
 
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

 
 
 
 
 
  

 
2
,
3
5
3
,7

4
0
千
円
 

 

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法

 

（
１
）

 地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率

 

１
０
年
利
付
政
府
保
証
債
の
令
和
６
年
３
月
末
利
回
り
を
参
考
に

0
.
7
2
5
％
で
計
算
し
て
い
ま
す
。

 

  
（
控
除
）
自
己
収
入
等
に
は
、
会
計
基
準
改
訂
に
伴
い
期
首
に
臨
時
利
益
に
計
上
し
た
資
産
見
返
負
債
戻
入

1
0
3
,
8
2
5
千
円
 

 
が
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。

 

 Ⅴ
 
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
関
係

 

１
 
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳

 

現
金
及
び
預
金

 
 

4
9
4
,
3
22
千
円

 

 

Ⅵ
 
金
融
商
品
に
関
す
る
事
項

 

 
 
１
 
金
融
商
品
の
状
況
に
関
す
る
事
項

 

 
 
 
当
法
人
は
、
資
金
運
用
に
つ
い
て
は
預
金
に
限
定
し
実
施
し
て
お
り
ま
す
。

 

 
 
 
資
金
運
用
に
あ
た
っ
て
は
当
法
人
が
適
用
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
4
3
条
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
し
て
お
り
、

公
債
・
社
債
及
び
株
式
等
は
保
有
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
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２
 
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

 

 
現
金
は
注
記
を
省
略
し
て
お
り
、
預
金
、
未
収
金
及
び
未
払
金
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
時
価
が
帳
簿
価
額
に

近
似
す
る
こ
と
か
ら
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

Ⅶ
 
減
損
会
計
関
係

 

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 

 Ⅷ
 
賃
貸
等
不
動
産
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

 

賃
貸
等
不
動
産
の
総
額
に
重
要
性
が
乏
し
い
た
め
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

 

 

Ⅸ
 
資
産
除
去
債
務

 

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 

Ⅹ
 
重
要
な
債
務
負
担
行
為

 

 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 

 Ⅺ
 
重
要
な
後
発
事
象

 

 
 
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 



28
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単
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：
千
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当
　

  
期

償
 却

 額
当

  
  
期

減
損

損
失

当
  
  
期

減
損

損
失

相
当

額

建
物

1
7
,7

3
4
,9

1
6

-
-

1
7
,7

3
4
,9

1
6

8
,0

5
2
,1

8
8

5
2
7
,7

0
2

1
8
,1

8
4

-
-

9
,6

6
4
,5

4
3

有
形

固
定

資
産

構
築

物
6
,9

6
1

-
-

6
,9

6
1

4
,7

7
8

3
5
5

-
-

-
2
,1

8
2

（
特

定
償

却
資

産
）

工
具

器
具

備
品

2
1
,9

5
9

-
-

2
1
,9

5
9

2
0
,8

6
6

5
0
3

-
-

-
1
,0

9
2

計
1
7
,7

6
3
,8

3
6

-
-

1
7
,7

6
3
,8

3
6

8
,0

7
7
,8

3
3

5
2
8
,5

6
2

1
8
,1

8
4

-
-

9
,6

6
7
,8

1
8

 
建

物
1
7
2
,6

7
1

2
5
8
,7

2
6

-
4
3
1
,3

9
8

9
5
,2

4
1

1
4
,2

7
7

-
-

-
3
3
6
,1

5
6

構
築

物
4
0
0
,4

6
8

-
-

4
0
0
,4

6
8

1
8
6
,2

2
3

1
2
,3

6
3

-
-

-
2
1
4
,2

4
4

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

備
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注

1
）
　

建
物

の
当

期
増

加
額

は
、

病
院

棟
雨

水
設

備
改

修
工

事
1
3
,5

4
1
千

円
、

病
院

棟
消

防
設

備
更

新
工

事
1
2
5
,4

2
5
千

円
、

病
院

棟
中

水
処

理
設

備
改

修
工

事
4
4
,6

0
5
千

円
、

病
院

棟
薬

液
排

水

　
　

　
　

　
設

備
改

修
工

事
5
9
,8

8
5
千

円
、

解
剖

棟
消

火
ポ

ン
プ

等
改

修
工

事
1
5
,2

6
9
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

2
）
　

工
具

器
具

備
品

の
当

期
増

加
額

は
、

原
子

間
力

顕
微

鏡
4
,0

5
0
千

円
、

A
G

E
 R

e
sd

e
r 

m
u
一

式
1
,1

0
0
千

円
、

歯
科

用
C

A
D

 e
xo

c
ad

一
式

1
,9

8
0
千

円
、

微
量

高
速

冷
却

遠
心

機
1
,0

3
7
千

円
、

　
　

　
　

　
オ

ー
ト

グ
ラ

フ
2
,1

4
5
千

円
、

小
児

・
学

童
用

ベ
ッ

ド
一

式
5
1
9
千

円
、

A
p
p
le

 M
ac

B
o
o
k 

P
ro

1
4
"
1
,0

9
8
千

円
、

フ
ァ

イ
ン

カ
ッ

ト
H

S
-
2
5
A

型
1
,6

9
4
千

円
、

ベ
ゴ

オ
ー

ト
フ

ラ
ッ

シ
ュ

5
9
1
千

円
、

　
　

　
　

　
画

像
供

覧
シ

ス
テ

ム
一

式
(シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
実

習
室

)7
,2

8
3
千

円
、

画
像

供
覧

シ
ス

テ
ム

（
技

工
室

）
6
,5

8
3
千

円
、

超
低

温
フ

リ
ー

ザ
ー

一
式

8
8
7
千

円
、

歯
科

用
圧

縮
空

気
装

置
2
,4

2
0
千

円
、

　
　

　
　

　
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
演

習
室

音
響

シ
ス

テ
ム

一
式

5
2
4
千

円
、

テ
ー

プ
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
機

器
6
,4

1
3
千

円
、

本
館

地
下

1
階

印
刷

室
エ

ア
コ

ン
8
1
4
千

円
、

日
立

走
査

電
子

顕
微

鏡
冷

却
循

環
装

置

　
　

　
　

　
9
4
1
千

円
、

1
4
-
1
0
1
/
A

G
E
 R

e
ad

e
r 

m
u
:終

末
糖

化
産

物
測

定
器

1
,1

0
0
千

円
、

リ
ッ

ク
解

析
式

選
択

嗜
好

実
験

装
置

ラ
ッ

ト
1
匹

用
シ

ス
テ

ム
7
7
5
千

円
、

防
犯

カ
メ

ラ
シ

ス
テ

ム
更

新
工

事

　
　

　
　

　
2
1
,2

3
3
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
　

　
　

　
工

具
器

具
備

品
の

当
期

減
少

額
は
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実

習
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A
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シ
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テ
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端
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追
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1
5
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1
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千
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業
績
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テ
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1
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用
N

A
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更

新
6
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7
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。
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3
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療

用
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具
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具
備
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、
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台
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。
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テ
ム

用
P

C
機

器
5
6
4
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。
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で
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ム
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円
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よ
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す

。
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固
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当
期

減
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額
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子
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ル
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シ
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テ
ム
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ェ
ア
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6
1
,4
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千
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臨
床
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テ
ム

（
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千
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門
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ム
（
ソ

フ
ト

ウ
ェ
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）
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千
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ア
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2
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千

円
に

よ
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で
す
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（
１

）
固

定
資

産
の

取
得

及
び

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「
第

 8
7
 特

定
の

資
産

に
係

る
費

用
相

当
額

の
会

計
処

理
」
及

び
「
第

 9
1
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）
並

び
に

減
損

損
失

の
明

細

当
期

増
減

額
の

要
因

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

有
形

固
定

資
産

合
計

非
償

却
無

形
固

定
資

産

差
  

  
引

当
 期

 末
残

  
  

高

摘 要
期

  
 末

残
  

 高
当

  
  

期
減

 少
 額

減
 価

 償
 却

 累
 計

 額
減

 損
 損

 失
 累

 計
 額

無
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

(特
定

償
却

資
産

以
外

）

資
　

産
　

の
　

種
　

類
期

  
 首

残
  

 高
当

  
  

期
増

 加
 額

-
 1

 -
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曜
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(2
)　

棚
卸

資
産

の
明

細

  
  

注
）
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

医
薬

品
及

び
診

療
材

料
の

低
価

法
適

用
に

伴
う

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

(3
)　

有
価

証
券

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(4
)　

長
期

貸
付

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(5
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)　

公
立

大
学

法
人

債
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)　

引
当

金
の

明
細

注
）
当

期
減

少
額

（
そ

の
他

）
は

、
洗

替
に

よ
る

戻
入

に
よ

る
も

の
で

す
。

6
7
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

6
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
7
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

1
,3

7
9

1
4
,1

3
3

目
的

使
用

徴
収

不
能

引
当

金
8
1
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

計
1
5
,5

1
3

当
期

減
少

額

1
5
4

-
2
2
1

1
9
8
,7

6
8

棚
卸

資
産

医
薬

品
及

び
診

療
材

料

期
末

残
高

7
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

（
単

位
：
千

円
）

注
）

　
計

区
　

　
　

分

1
9
8
,9

2
3

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

期
首

残
高

当
期

増
加

額

8
1
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

6
7
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

6
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

1
9
9
,6

8
9

5
1
0

1
2
,7

0
2

1
9
9
,9

1
1

--

（
単

位
：
千

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

払
出

・
振

替

当
期

減
少

額 そ
の

他

-

注
）

5
1
0

そ
の

他

1
,3

1
2

1
4
,0

1
4

摘
　

　
要

種
　

　
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額 そ
の

他
当

期
購

入
・

製
造

・
振

替

-
 2

 -



30
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(8
)　
資
産
除
去
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(
9
)
　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
1
0
)
　

資
本

剰
余

金
の

明
細

(
1
1
)
　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

計
4
8
8
,5

8
0

－
－

4
8
8
,5

8
0

　
目
的
積
立
金

4
0
6
,3

0
9

－
－

4
0
6
,3

0
9

　
寄
附
金
等

2
2
,7

6
1

－

　
無
償
譲
与

5
9
,5

0
9

－
－

5
9
,5

0
9

－
2
2
,7

6
1

（
単
位
：
千
円
）

区
　
　
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
　
　
要

-
 3

 -



31
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

（
単

位
：
千

円
）

注
）
当

期
振

替
額

の
運

営
費

交
付

金
収

益
に

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
7
9
第

6
項

の
規

定
に

基
づ

き
収

益
に

振
替

え
ら

れ
た

金
額

1
0
6
,6

6
3
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

、

　
当

該
金

額
は

臨
時

利
益

に
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
：
千

円
）

注
）
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

5
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

運
営

費
交

付
金

債
務

の
残

高
を

全
額

収
益

に
振

替
え

て
お

り
ま

す
。

(1
3
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

  
  
  
  
  
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

注
）
損

益
計

算
書

の
補

助
金

等
収

益
は

、
長

期
繰

延
補

助
金

等
に

か
か

る
減

価
償

却
費

等
の

見
合

い
の

収
益

化
額

（
7
3
,6

4
9
千

円
）
が

含
ま

れ
る

た
め

、
上

記
補

助
金

等
収

益
と

は
一

致
し

ま
せ

ん
。

(
1
4
)
　
役
員
及
び
教
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単

位
：
千

円
、

人
）

注
１

)
 
役

員
に

対
す

る
報

酬
等

は
、

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

役
員

報
酬

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

役
員

退
職

手
当

規
程

に
基

づ
き

算
出

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。
注

２
）

教
職

員
の

給
与

及
び

退
職

手
当

は
、

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

職
員

給
与

規
程

、
公

立
大

学
法

人
九

州
歯

科
大

学
教

員
年

俸
規

程
及

び
公

立
大

学
法

人
九

州
歯

科
大

学
　

　
　

職
員

退
職

手
当

規
程

に
基

づ
き

算
出

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。
な

お
、

退
職

手
当

は
給

料
月

額
に

勤
続

期
間

を
勘

案
し

て
算

出
を

行
っ

て
お

り
ま

す
。

注
３

）
役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

、
年

間
平

均
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

ま
た

、
退

職
給

付
に

は
、

期
末

時
の

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

注
４

）
報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

法
定

福
利

費
（

2
6
1
,
3
0
0
千

円
）

が
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

注
５

）
報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

受
託

研
究

費
に

含
ま

れ
る

人
件

費
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

注
６

）
承

継
職

員
等

は
お

り
ま

せ
ん

。

－

－

退
職

給
付

2
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

2
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

1
0
6
,6

6
3

当
期

振
替

額

期
末

残
高

摘
要

－
－

1
8
0

－
－

－
－

－
5
1
,7

3
2

－

5
3
,9

2
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

9
4
9

2
0
2
3
年

度
旭

興
産

グ
ル

ー
プ

研
究

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
補

助
金

公
益

財
団

法
人

北
九

州
産

業
学

術
推

進
機

構

 間
接

経
費

 直
接

経
費

－
1
8
0

－

－
5
,0

0
0

4
,0

5
0

2
0
2
3
年

度
研

究
開

発
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

援
事

業
（
シ

ー
ズ

創
出

・
実

用
性

検
証

事
業

）
補

助
金

公
益

財
団

法
人

北
九

州
産

業
学

術
推

進
機

構

 直
接

経
費

－

－

－ －－－ －

－－－－－－－ －

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

5
3
,9

2
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

5
,4

3
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

1
4
7
,1

6
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  -

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

5
,4

3
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

1
4
7
,1

6
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  1
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

4
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

4
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  1
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  1
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 1
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

合
計

常
　

勤
1
,6

6
1
,6

8
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

1
9
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 1
8
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

計
7
3
3
,7

9
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

計
1
,9

1
5
,1

2
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

3
1
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

職
　

　
員

常
　

勤

非
常

勤
2
5
3
,4

3
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
1
2
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 1
0
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

7
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

非
常

勤

－

1
,8

2
0

3
3
,5

6
7

2
,6

4
0

-
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

－

－

1
8
0

5
1
,5

5
2

－

－

2
8
4
,0

1
0

1
8
0

－

－
－

－

支
給

人
員

－

期
首

残
高

令
和

5
年

度
交

付
分

-

3
3
,5

6
7

3
0
0

7
4
,2

3
8

金
　

額

2
8
4
,0

1
0

2
8
9
,0

7
8

－

3
3
5
,7

4
2

－

資
本

剰
余

金

－

長
期

預
り

補
助

金
等

9
,1

1
9

－

補
助

金
等

収
益

－

－
－－

－

令
和

4
年

度
交

付
分

2
3
4
,4

4
5

1
,5

2
4
,0

7
8

1
,8

6
5
,1

8
7

2
4
,2

5
0

3
,3

3
8

4
8
,0

0
8

1
,7

1
5
,0

7
2

令
和

3
年

度
交

付
分

-
-

資
本

剰
余

金

-

-

当
期

振
替

額

-

2
4
,2

5
0

-
-

-

運
営

費
交

付
金

収
益

小
　

計

2
,3

8
3

2
,7

3
4

2
,7

3
4

2
,3

8
3

2
4
,2

5
0

4
6
,5

0
8

期
末

残
高

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

1
5
0
,1

1
5

-

合
　

計
2
,3

8
3

令
和

2
年

度
-

令
和

2
年

度
交

付
分

7
4
,2

3
8

平
成

3
0
年

度

令
和

5
年

度
-

1
,7

1
5
,0

7
2

会
計

基
準

第
7
9
条

5
項

に
よ

る
振

替
額

（
注

）
2
,3

8
3

2
,7

3
4

2
,3

8
3

令
和

4
年

度
7
4
,2

3
8

-

令
和

元
年

度
2
,7

3
4

-

令
和

3
年

度
4
6
,5

0
8

-

2
4
,2

5
0

合
　

計

業
務

等
区

分
令

和
元

年
度

交
付

分1
,7

1
5
,0

7
2

 直
接

経
費

2
0
2
3
年

度
九

州
歯

科
大

学
歯

科
医

師
臨

床
研

修
指

導
歯

科
医

講
習

会
補

助
金

臨
床

研
修

費
補

助
金

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

2
,7

3
4

1
,8

6
5
,1

8
7

－

経
費

の
別

-

平
成

3
0
年

度
交

付
分

-
-

一
般

財
団

法
人

歯
科

医
療

振
興

財
団

名
　

称
当

期
交

付
額

-

2
4
,2

5
0

3
0
0

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
-

-

－

 直
接

経
費

厚
生

労
働

省
－

交
付

元

 直
接

経
費

医
学

部
等

教
育

・
働

き
方

改
革

支
援

事
業

補
助

金
文

部
科

学
省

4
3
,1

6
9

2
6
,2

3
0 －

1
,0

8
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

計
3
7
,4

7
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

2
3
2
,5

5
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

計

1
9
,7

9
5

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

5
0
1
,2

4
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

1
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

1
3
3

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

非
常

勤

非
常

勤

1
,1

4
3
,8

4
9

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

4
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

1
,1

2
4
,0

5
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

1
1
3

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

区
　

　
分

報
酬

又
は

給
料

等

役
　

　
　

員

教
　

　
員

常
　

勤

福
岡

県
 直

接
経

費

3
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
常

　
勤

合
　

計

3
6
,3

9
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

金
　

額

－

間
接

経
費

直
接

経
費

計

支
給

人
員

3
3
5
,5

6
2

－
施

設
費

補
助

金

8
7
,8

0
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 8
7
,8

0
7

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

2
7
9
,9

5
9

2
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

－

そ
の

他

-
1
,8

6
5
,1

8
7

7
4
,2

3
8

4
6
,5

0
8

4
6
,5

0
8

-

－

2
,6

4
0-

-

1
,8

2
0

長
期

繰
延

補
助

金
等

－

1
,7

1
5
,0

7
2

-
1
,7

1
5
,0

7
2

-

2
5
,9

4
7

-

1
6
5
,0

4
6

合
　

計

1
,5

2
4
,0

7
8

－
－

令
和

5
年

度
福

岡
県

医
療

機
関

等
物

価
高

騰
対

策
支

援
金

福
岡

県
 直

接
経

費
－

3
,1

5
6

－
－

－
3
,1

5
6

-
 4

 -



32
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
5
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

（
単

位
：
千

円
）

注
１

）
 
セ

グ
メ

ン
ト

区
分

は
、

業
務

内
容

に
応

じ
て

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

注
２

）
 
帰

属
資

産
の

う
ち

「
消

去
又

は
法

人
共

通
」

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

内
容

は
現

金
及

び
預

金
4
9
4
,
3
2
2
千

円
で

す
。

（
単

位
：
千

円
）

注
４

）
 
人

件
費

の
配

分
方

法
に

つ
い

て

　
　

　
 
附

属
病

院
の

人
件

費
は

、
セ

グ
メ

ン
ト

で
発

生
し

た
額

お
よ

び
附

属
病

院
に

お
け

る
教

員
の

勤
務

実
態

に
基

づ
い

た
診

療
時

間
に

係
る

人
件

費
を

加
算

し
て

お
り

ま
す

。

　
　

　
  

注
５

）
 
運

営
費

交
付

金
収

益
の

配
分

方
法

に
つ

い
て

　
　

　
 
運

営
費

交
付

金
の

交
付

基
準

を
考

慮
し

た
方

法
で

算
定

し
て

お
り

ま
す

。

5
,1

5
1
,5

9
5

1
0
,0

00
,6

9
9

寄
附

金
収

益
-

4
7
,0

42

1
,1

5
8
,6

2
7

4
7
,0

42

1
2
5
,3

8
1

-

財
務

収
益

小
　

　
計

業
務

損
益

共
同

研
究

収
益

-
8
,1

2
4

補
助

金
等

収
益

△
 1

1
,5

56

4
2
,2

82

受
託

研
究

収
益

-

-

1
,8

6
7

3
2
3
,6

8
4

そ
の

他

減
価

償
却

相
当

額
-

5
2
9
,0

4
3

5
2
9
,0

4
3

4
,8

4
9
,1

0
3

3
,6

2
7
,7

2
0

2
1
6
,4

2
6

4
9
4
,3

2
2

2
,1

7
1
,8

4
3

4
9
4
,3

2
2

1
4
,4

20
,3

8
7

1
5
,8

87
- --

-

2
7
,4

43

2
,0

3
1
,4

1
7

2
,0

3
1
,4

1
7

附
属

病
院

建
物

-

そ
の

他

9
6

退
職

給
付

引
当

増
加

見
積

額
7
,5

5
5

△
 3

,5
0
4

△
 2

,9
6
6

△
 6

5
,3

59
△

 5
7
,8

03

賞
与

引
当

増
加

見
積

額
5
3
8

2
1
6
,3

3
0

2
1
6
,4

2
6

減
価

償
却

費

合
　

　
計

5
4
,5

38
1
7
2
,4

1
1

2
2
6
,9

5
0

構
築

物

帰
属

資
産

1
,3

5
3
,8

3
6

1
3
,9

26
,0

6
5

1
,6

7
7
,5

2
1

1
2
5
,3

8
1

区
　

　
分

7
,9

4
7

1
,6

4
3
,2

1
31

-
5
0
,5

91
4
2
,6

44

1
,9

8
4
,5

0
6

1
5
,8

87

-

5
6

5
4

雑
益

1
0
,0

00
,6

9
9

2
,0

3
1
,4

1
7

土
地

5
,4

7
5
,3

7
6

8
,4

5
0
,6

8
8

1
,8

6
7

1
,6

1
5
,7

7
0

業
務

収
益

-
1
,1

5
8
,6

2
7

4
7
,0

42

8
3
,0

98

-
1
,1

5
8
,6

2
7

-
4
7
7
,5

0
4

1
,7

5
8
,5

2
3

- -
1
,8

6
7

8
,1

2
4

-
8
,1

2
4

1
1
8

1
,2

3
8

1
,9

9
6
,0

6
2

3
,6

1
1
,8

3
2

附
属

病
院

収
益

小
　

　
計

4
7
7
,5

0
4

4
7
7
,5

0
4

1
,3

2
4
,1

6
8

1
,7

5
8
,5

2
3

運
営

費
交

付
金

収
益

学
生

納
付

金
収

益
-

4
3
4
,3

5
5

-

4
5
2
,7

0
9

-
1
,2

3
8

4
,1

0
4

7
,1

1
9

人
件

費
8
7
8
,5

5
1

1
,1

8
3
,7

3
8

財
務

費
用

2
,3

1
20

一
般

管
理

費

1
,7

9
1

共
同

研
究

費
-

7
,1

1
9

7
,1

1
9

-

4
5
2
,7

0
9

4
5
2
,7

0
9

雑
損

1
,1

2
0

4
,1

0
4

7
3
3
,7

8
5

診
療

経
費

教
育

研
究

支
援

経
費

-

7
3
3
,7

8
5

-

-
-

受
託

研
究

費
-

4
6
,9

88
4
6
,9

88

-
1
,6

6
7

7
3
3
,7

8
5

教
育

経
費

-
1
3
0
,8

8
7

研
究

経
費

-
1
7
1
,0

4
0

附
属

病
院

そ
の

他

業
務

費
用

業
務

費
1
,6

1
2
,3

3
6

注
３

）
 
各

セ
グ

メ
ン

ト
別

の
減

価
償

却
費

、
減

価
償

却
相

当
額

、
賞

与
引

当
増

加
見

積
額

及
び

退
職

給
付

引
当

増
加

見
積

額
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

合
　

　
計

消
去

又
は

法
人

共
通

3
,1

5
3
,7

7
9

1
3
0
,8

8
7

--

小
　

　
計 3
,1

5
3
,7

7
9

1
3
0
,8

8
7

1
7
1
,0

4
0

5
6

-

5
0
,5

91

3
,6

2
7
,7

2
0

-
3
,6

1
1
,8

3
2

区
　

　
分

1
,5

4
1
,4

4
3

-
1
7
1
,0

4
0

2
,0

6
2
,2

8
9

4
6
,9

88

1
,6

6
7

1
,6

6
7

2
,0

6
2
,2

8
9

--

-
 5

 -



33
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
6
)　
業
務
費
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

教
育
経
費

消
耗
品
費

2
3
,4

6
1

管
理
物
品
費

8
,6

8
7

印
刷
製
本
費

3
,0

4
6

水
道
光
熱
費

2
8
,7

6
3

旅
費
交
通
費

4
,6

1
3

通
信
運
搬
費

1
,0

9
2

賃
借
料

1
,7

9
0

保
守
委
託
費

3
,7

3
1

修
繕
費

3
,8

5
0

損
害
保
険
料

1
2
0

行
事
費

4
2
0

諸
会
費

2
,8

8
7

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

2
1
,8

2
3

奨
学
費

1
3
,8

6
9

減
価
償
却
費

1
1
,2

5
1

食
料
費

2
7

雑
費

1
,4

4
9

1
3
0
,8

8
7

研
究
経
費

消
耗
品
費

2
2
,1

3
0

管
理
物
品
費

1
1
,3

3
6

印
刷
製
本
費

1
5
6

水
道
光
熱
費

5
0
,0

7
6

旅
費
交
通
費

9
,1

8
2

通
信
運
搬
費

1
,3

7
3

賃
借
料

1
,5

8
0

保
守
委
託
費

2
,8

7
4

修
繕
費

3
7
8

諸
会
費

6
,7

6
5

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

4
4
,5

8
5

減
価
償
却
費

2
0
,5

3
4

雑
費

6
3

1
7
1
,0

4
0

-
6
-



34
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

診
療

経
費

　
  
 材

料
費 医

薬
品

費
2
6
,3

1
3

診
療

材
料

費
1
7
3
,3

7
6

医
療

消
耗

器
具

備
品

費
8
3
3

給
食

材
料

費
5
,2

1
9

2
0
5
,7

4
2

　
  
 委

託
費 検

査
委

託
費

5
,1

1
0

寝
具

委
託

費
1
,6

6
0

医
事

委
託

費
6
5
,3

4
0

清
掃

委
託

費
1
1
,9

6
8

保
守

委
託

費
3
9
,0

9
6

そ
の

他
の

委
託

費
1
1
8
,0

8
8

2
4
1
,2

6
3

　
  
 設

備
関

係
費

減
価

償
却

費
5
4
,5

3
8

修
繕

費
1
5
,8

5
6

機
器

保
守

費
3
8
,5

7
7

機
器

設
備

保
険

料
5
8

工
事

費
2
,8

2
1

1
1
1
,8

5
2

　
  
 経

費

消
耗

品
費

1
5
,4

7
0

管
理

物
品

費
2
,9

5
7

印
刷

製
本

費
6
5
7

水
道

光
熱

費
6
2
,9

3
6

旅
費

交
通

費
8
9
2

通
信

運
搬

費
3
,3

7
9

賃
借

料
1
3
,9

1
1

損
害

保
険

料
9
7
2

諸
会

費
4
1
2

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

7
1
,0

3
0

職
員

被
服

費
1
,7

0
8

雑
費

5
9
6

1
7
4
,9

2
6

7
3
3
,7

8
5

教
育

研
究

支
援

経
費

消
耗

品
費

2
2
,2

9
1

管
理

物
品

費
2
,7

5
0

水
道

光
熱

費
2
,5

5
3

旅
費

交
通

費
2
2

通
信

運
搬

費
4
9

賃
借

料
3
8
5

保
守

委
託

費
3
8
5

広
告

宣
伝

費
3
8
5

諸
会

費
1
1
9

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
1
,6

0
0

減
価

償
却

費
6
,4

4
7

4
6
,9

8
8

受
託

研
究

費

消
耗

品
費

8
7
5

管
理

物
品

費
3
6
6

諸
会

費
2
2

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

4
0
2

1
,6

6
7

-
7
-



35
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

共
同

研
究

費

消
耗

品
費

3
,3

5
7

管
理

物
品

費
1
,0

4
2

旅
費

交
通

費
1
2
9

通
信

運
搬

費
1
6

修
繕

費
7
4
0

諸
会

費
2
7

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
,8

0
6

7
,1

1
9

役
員

人
件

費

報
酬

2
6
,2

7
9

賞
与

9
,1

0
3

退
職

給
付

費
用

5
3
,9

2
8

法
定

福
利

費
2
,0

9
5

9
1
,4

0
6

教
員

人
件

費

　
  
 常

勤
教

員
給

与

給
料

7
1
1
,4

9
5

賞
与

2
5
2
,4

2
2

退
職

給
付

費
用

8
7
,8

0
7

法
定

福
利

費
1
6
0
,1

3
6

1
,2

1
1
,8

6
1

非
常

勤
教

員
給

与

給
料

1
9
,7

8
9

法
定

福
利

費
5

1
9
,7

9
5

1
,2

3
1
,6

5
6

 

職
員

人
件

費

　
  
 常

勤
職

員
給

与

給
料

3
2
6
,7

6
6

賞
与

1
0
4
,4

6
3

退
職

給
付

費
用

5
,4

3
2

法
定

福
利

費
7
0
,0

1
0

5
0
6
,6

7
2

　
  
 非

常
勤

職
員

給
与

給
料

1
8
8
,3

9
5

賞
与

1
5
,1

0
6

法
定

福
利

費
2
9
,0

5
2

2
3
2
,5

5
4

7
3
9
,2

2
6

一
般

管
理

費

消
耗

品
費

9
,3

4
8

管
理

物
品

費
2
,2

9
3

印
刷

製
本

費
5
0
6

水
道

光
熱

費
4
3
,3

6
7

旅
費

交
通

費
5
,5

1
5

通
信

運
搬

費
2
,4

8
3

賃
借

料
3
,1

7
8

福
利

厚
生

費
6
5
0

保
守

委
託

費
9
5
,2

0
3

修
繕

費
8
,7

6
2

損
害

保
険

料
3
,4

7
0

広
告

宣
伝

費
3
0

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
3
0
,1

2
5

租
税

公
課

1
1
,7

3
5

減
価

償
却

費
1
3
4
,1

7
8

諸
会

費
1
,8

1
9

雑
費

3
9

4
5
2
,7

0
9

-
8
-



36
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
7
) 

 寄
附

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
、

件
）

(1
8
) 

 受
託

研
究

の
明

細

注
）
株

式
会

社
等

の
直

接
経

費
の

当
期

受
入

額
は

、
当

年
度

の
受

入
2
,0

0
0
千

円
と

前
年

度
分

振
替

△
2
,0

0
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

(1
9
) 

 共
同

研
究

の
明

細

注
）
株

式
会

社
等

の
直

接
経

費
の

当
期

受
入

額
は

、
当

年
度

の
受

入
8
,0

5
8
千

円
と

前
年

度
分

振
替

2
,0

0
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

(2
0
) 

 受
託

事
業

等
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(2
1
)　

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

の
明

細

（
単

位
：
千

円
、

件
）

注
）
上
段
（
　
）
内
に
直
接
経
費
相
当
額
を
、
下
段
に
間
接
経
費
相
当
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

合
　

　
計

間
接

経
費

-

3
,0

4
5

-

合
　

　
計

間
接

経
費

1
,0

0
4

-

6
,0

0
5

6
,0

0
5-

-
1
,0

0
4

1
,0

0
4

直
接

経
費

1
,3

7
7

株
式

会
社

等
直

接
経

費
3
,0

4
5

-
1
,6

6
7

種
　

　
目

摘
　

　
要

株
式

会
社

等
直

接
経

費
3
,0

6
7

1
0
,0

58
7
,1

1
9

区
　

　
分

間
接

経
費

附
属

病
院

-
-

当
期

受
入

額
件

　
　

数

合
　

　
計

そ
の

他

摘
　

　
要

区
　

　
分

4
9
,5

88
2
7
7

4
9
,5

88
2
7
7

注
）

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
研

究
ス

タ
ー

ト
）

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｂ

(4
0
)

(3
7
,6

81
)

(7
,2

2
1
)

(7
)5

4
0

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｃ

(3
1
)

3
1

1
1
,3

37

(1
0
,7

54
)

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
若

手

3
,2

6
7

(6
)

(4
0
,5

93
)

-
2
0
0

2
0
0

2
,1

9
0

1
2
,2

40

当
期

受
入

額
件

　
　

数

-
1
,0

0
4

(1
) 1

1
1 1

(1
4
)

(1
)

3
0
,9

45
9
9

(1
0
3
)

合
　

　
計

(1
0
3
,0

2
4
)

3
3
6

(1
,3

5
0
)

4
0
5

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
基

礎
研

究
B

(1
5
0
)

4
5

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
挑

戦

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
基

礎
研

究
C

(1
,5

2
1
)

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
挑

戦

(1
5
0
)

(1
)

4
5

1

注
）
当

期
受

入
額

は
、

固
定

資
産

1
2
,4

0
9
千

円
（
1
0
件

）
、

管
理

物
品

費
7
,9

9
1
千

円
（
3
0
件

）
、

消
耗

品
費

1
7
4
千

円
(6

件
)及

び
図

書
1
,0

6
8
千

円
（
1
8
2
件

）
の

現
物

寄
附

を
含

ん
で

お
り

ま
す

。

直
接

経
費

3
,0

6
7

1
0
,0

58
7
,1

1
9

間
接

経
費

-
2
0
0

2
0
0

-

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

受
入

額
共

同
研

究
収

益
期

末
残

高

1
,6

6
7

期
末

残
高

受
託

研
究

収
益

区
　

　
分

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

受
入

額

-

直
接

経
費

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
･国

際
共

同

(3
,6

0
0
)

1
,0

8
0

(2
) 2

1
,3

7
7

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

0
-

-
0

間
接

経
費

-
-

-
独

立
行

政
法

人
・
国

立
大

学
法

人

7

-
 9

 -



37
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(2
2
)　
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

①
現
金
及
び
預
金

（
単
位
：
千
円
）

②
未
　
払
　
金

（
単
位
：
千
円
）

合
　
　
計

3
5
0
,8

5
5

固
定
資
産

2
3
,8

91

そ
の
他

1
5
9
,9

0
5

区
　
　
分

金
　
　
額

摘
　
　
要

人
件
費

1
6
7
,0

5
8
退
職
給
付
費
用
（
1
4
7
,0
2
8
千
円
）
を
含
む

普
通
預
金

4
9
3
,0

0
9

合
　
　
計

4
9
4
,3

2
2

区
　
　
分

金
　
　
額

摘
　
　
要

現
金

1
,3

1
2
小
口
現
金
（
1
0
0
千
円
）
及
び
つ
り
銭
現
金

（
1
0
0
千
円
）
を
含
む

-
 1

0
 -



38
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号 　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人福岡女子大学令和５年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人福岡女子大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　向井　剛



39
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(単
位

:千
円

)

資
産

の
部

Ⅰ
　

固
定

資
産

１
.有

形
固

定
資

産

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
1
,3

7
6
,3

4
5

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 2

,5
4
6
,2

7
4

8
,8

3
0
,0

7
0

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 1

4
4
,4

0
6

3
4
7
,6

6
8

工
具

器
具

備
品

1
,0

0
7
,0

7
8

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 9

3
5
,3

8
6

7
1
,6

9
1

図
書

7
2
9
,5

0
2

美
術

品
2
2
,7

1
0

　
　

有
形

固
定

資
産

合
計

1
3
,1

9
3
,3

0
8

２
.無

形
固

定
資

産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

3
1
,0

1
8

電
話

加
入

権
4
5

　
　

無
形

固
定

資
産

合
計

3
1
,0

6
3

　
固

定
資

産
合

計
1
3
,2

2
4
,3

7
2

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

6
1
2
,5

9
5

未
収

学
生

納
付

金
収

入
1
0
,0

9
5

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 7

0
9

9
,3

8
6

そ
の

他
の

未
収

入
金

2
8
,1

3
2

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 1

9
2

2
7
,9

4
0

棚
卸

資
産

8
4

前
払

費
用

5
,0

3
7

　
流

動
資

産
合

計
6
5
5
,0

4
3

　
資

産
合

計
1
3
,8

7
9
,4

1
5

貸
借

対
照

表

(令
和

6
年

3
月

3
1
日

)



40
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(単
位

:千
円

)

貸
借

対
照

表

(令
和

6
年

3
月

3
1
日

)

負
債

の
部

Ⅰ
　

固
定

負
債

長
期

繰
延

補
助

金
等

(注
)

1
3
5
,8

8
7

長
期

リ
ー

ス
債

務
3
7
,8

0
2

　
固

定
負

債
合

計
1
7
3
,6

8
9

Ⅱ
　

流
動

負
債

寄
附

金
債

務
(注

)
2
4
7
,4

0
7

前
受

共
同

研
究

費
(注

)
4
9
5

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
2
0
,2

1
2

未
払

金
1
1
5
,1

4
7

未
払

費
用

8
,3

0
0

未
払

消
費

税
等

7
8
6

前
受

金
1
,5

8
5

預
り

金
1
1
,9

6
9

リ
ー

ス
債

務
3
0
,1

8
7

　
流

動
負

債
合

計
4
3
6
,0

9
1

　
負

債
合

計
6
0
9
,7

8
0

純
資

産
の

部

Ⅰ
　

資
本

金 地
方

公
共

団
体

出
資

金
1
4
,2

3
4
,5

9
6

　
資

本
金

合
計

1
4
,2

3
4
,5

9
6

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
2
2
,7

5
5

減
価

償
却

相
当

累
計

額
(▲

)
(注

)
▲

 2
,3

8
2
,5

4
1

　
資

本
剰

余
金

合
計

▲
 2

,3
5
9
,7

8
6

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

(注
)

7
1
,8

9
2

当
期

未
処

分
利

益
1
,3

2
2
,9

3
1

（
う

ち
当

期
総

利
益

）
(1

,3
2
2
,9

3
1
)

　
利

益
剰

余
金

合
計

1
,3

9
4
,8

2
4

　
純

資
産

合
計

1
3
,2

6
9
,6

3
4

　
負

債
純

資
産

合
計

1
3
,8

7
9
,4

1
5

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。
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令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(単
位
:千

円
)

経
常
費
用

業
務
費 教
育
経
費

3
5
1
,6

8
4

研
究
経
費

1
6
4
,1

3
6

教
育
研
究
支
援
経
費

9
7
,1

7
5

受
託
研
究
費

2
,1

6
1

共
同
研
究
費

9
9
0

受
託
事
業
費

7
,6

9
3

役
員
人
件
費

3
8
,9

5
1

教
員
人
件
費

9
9
2
,1

0
6

職
員
人
件
費

3
5
8
,7

4
9

2
,0

1
3
,6

4
8

一
般
管
理
費

1
3
9
,0

2
4

財
務
費
用

支
払
利
息

2
,7

6
8

2
,7

6
8

　
経
常
費
用
合
計

2
,1

5
5
,4

4
1

経
常
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

(注
3
)

1
,2

2
6
,0

3
8

授
業
料
収
益

(注
3
)

5
5
7
,0

0
6

入
学
金
収
益

(注
3
)

1
0
0
,3

0
6

検
定
料
収
益

1
6
,6

5
3

受
託
研
究
収
益

(注
3
)

3
,0

8
3

共
同
研
究
収
益

(注
3
)

1
,1

0
0

受
託
事
業
等
収
益

(注
3
)

8
,0

0
5

補
助
金
等
収
益

(注
3
)

5
7
,6

9
0

寄
附
金
収
益

(注
3
)

4
7
,5

0
8

財
務
収
益

受
取
利
息

3

そ
の
他
の
財
務
収
益

6
2

6
5

雑
益

財
産
貸
付
料
収
益

6
8
,2

8
9

手
数
料
収
益

3
2
9

研
究
関
連
収
入

8
,6

8
1

そ
の
他
の
雑
益

1
6
,7

2
2

9
4
,0

2
2

　
経
常
収
益
合
計

2
,1

1
1
,4

7
9

経
常
損
失

4
3
,9

6
1

臨
時
損
失

固
定
資
産
除
却
損

0
0

臨
時
利
益

徴
収
不
能
引
当
金
戻
入
益

6
0
5

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
戻
入

(注
3
)

2
5
7
,0

1
3

資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

(注
3
)

1
8
,1

4
5

資
産
見
返
物
品
受
贈
額
戻
入

(注
3
)

9
0
2
,1

0
9

補
助
金
等
収
益

(注
3
)

0

運
営
費
交
付
金
精
算
収
益
化
額

(注
3
)

1
5
4
,4

6
0

1
,3

3
2
,3

3
4

当
期
純
利
益

1
,2

8
8
,3

7
2

　
目
的
積
立
金
取
崩
額

(注
3
)

3
4
,5

5
8

当
期
総
利
益

1
,3

2
2
,9

3
1

損
益
計
算
書

(令
和
5
年
4
月
1
日
～
令
和
6
年
3
月
3
1
日
)
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令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(単
位

:千
円

)

（
注

1
）

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

に
関

す
る

注
記

当
期

総
利

益
1
,3

2
2
,9

3
1

減
価

償
却

相
当

額
▲

 2
5
3
,3

7
1

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
▲

 6
3
8

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
▲

 2
5
,9

9
7

小
計

▲
 2

8
0
,0

0
8

そ
の

他
3
,5

0
0

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

を
含

め
た

損
益

相
当

額
1
,0

4
6
,4

2
3

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
の

中
に

は
、

福
岡

県
か

ら
の

派
遣

職
員

に
係

る
▲

9
5
8
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

（
注

2
）

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

に
関

す
る

注
記

当
期

受
入

額
2
5
,4

5
1

当
期

支
出

額
3
1
,8

9
2

（
注

3
）

こ
れ

ら
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
固

有
の

会
計

処
理

に
伴

う
勘

定
科

目
で

す
。



43
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(単
位

：
千

円
）

う
ち

当
期

総
利

益

当
期

首
残

高
1
4
,2

3
4
,5

9
6

1
4
,2

3
4
,5

9
6

1
9
,2

5
5

▲
 2

,1
2
9
,1

6
9

▲
 2

,1
0
9
,9

1
4

8
8
,4

8
5

1
7
,9

6
6

-
1
0
6
,4

5
1

1
2
,2

3
1
,1

3
3

当
期

変
動

額

Ⅰ
　

資
本

金
の

当
期

変
動

額

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金
の

当
期

変
動

額

固
定

資
産

の
取

得
-

3
,5

0
0

3
,5

0
0

-
3
,5

0
0

減
価

償
却

-
▲

 2
5
3
,3

7
1

▲
 2

5
3
,3

7
1

-
▲

 2
5
3
,3

7
1

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金
の

当
期

変
動

額

（
１

）
利

益
の

処
分

利
益

処
分

に
よ

る
積

立
-

-
1
7
,9

6
6

▲
 1

7
,9

6
6

-
-

（
２

）
そ

の
他

当
期

純
利

益
-

-
1
,2

8
8
,3

7
2

1
,2

8
8
,3

7
2

1
,2

8
8
,3

7
2

1
,2

8
8
,3

7
2

目
的

積
立

金
取

崩
額

-
-

▲
 3

4
,5

5
8

3
4
,5

5
8

3
4
,5

5
8

-
-

当
期

変
動

額
合

計
-

-
3
,5

0
0

▲
 2

5
3
,3

7
1

▲
 2

4
9
,8

7
1

▲
 1

6
,5

9
2

1
,3

0
4
,9

6
5

1
,3

2
2
,9

3
1

1
,2

8
8
,3

7
2

1
,0

3
8
,5

0
1

当
期

末
残

高
1
4
,2

3
4
,5

9
6

1
4
,2

3
4
,5

9
6

2
2
,7

5
5

▲
 2

,3
8
2
,5

4
1

▲
 2

,3
5
9
,7

8
6

7
1
,8

9
2

1
,3

2
2
,9

3
1

1
,3

2
2
,9

3
1

1
,3

9
4
,8

2
4

1
3
,2

6
9
,6

3
4

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
  

  
  

　
  

  
  

  
  

  
  

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

3
1
日

）

資
本

剰
余

金
合

計

純
資

産
変

動
計

算
書

Ⅰ
　

資
本

金
Ⅱ

　
資

本
剰

余
金

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

純
資

産
合

計
地

方
公

共
団

体
出

資
金

資
本

金
合

計
資

本
剰

余
金

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
▲

）
利

益
剰

余
金

合
計

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

当
期

未
処

分
利

益



44
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
(令

和
5
年

4
月

1
日

～
令

和
6
年

3
月

3
1
日

)

(単
位

:千
円

)

金
額

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 4

6
1
,3

0
2

人
件

費
支

出
▲

 1
,3

9
1
,6

6
4

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 1

2
6
,2

9
1

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,2

1
9
,6

4
7

授
業

料
収

入
4
8
8
,4

0
4

入
学

金
収

入
9
5
,6

1
8

検
定

料
収

入
1
6
,6

5
3

受
託

研
究

収
入

3
,3

9
1

共
同

研
究

収
入

1
,1

0
0

受
託

事
業

等
収

入
2
,4

9
7

補
助

金
等

収
入

8
5
,2

6
8

寄
附

金
収

入
1
7
,3

9
7

そ
の

他
の

収
入

9
2
,5

1
9

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

▲
 8

,5
7
1

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

3
4
,6

6
4

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 5

9
,4

8
0

小
計

▲
 5

9
,4

8
0

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
3
9

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 5

9
,4

4
0

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 2
9
,5

1
8

小
計

▲
 2

9
,5

1
8

利
息

の
支

払
額

▲
 2

,7
6
8

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

2
,2

8
7

Ⅳ
　

資
金

減
少

額
▲

 5
7
,0

6
4

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

6
6
9
,6

5
9

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

6
1
2
,5

9
5

区
分



45
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単
位
：
円
）

勘
定
科
目

金
額

Ⅰ
　
当
期
未
処
分
利
益

1
,3
2
2
,9
3
1
,6
4
1

当
期
総
利
益

1
,3
2
2
,9
3
1
,6
4
1

Ⅱ
　
積
立
金
振
替
額

7
1
,8
9
2
,9
9
3

教
育
研
究
等
改
善
目
的
積
立
金

7
1
,8
9
2
,9
9
3

Ⅲ
　
利
益
処
分
額

積
立
金

1
,3
9
4
,8
2
4
,6
3
4

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類



46
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

1 2 3

(1
)

(2
)

4

(1
)

(2
)

(3
)

5
棚

卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

6 7

　
耐

用
年

数
に

つ
い

て
は

、
法

人
税

法
上

の
耐

用
年

数
を

基
準

と
し

て
お

り
ま

す
。

主
な

資
産

の
耐

用
年

数
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

棚
卸

資
産

（
貯

蔵
品

）
　

　
　

　
　

　
　

評
価

基
準

：
低

価
法

　
　

　
　

　
　

　
　

 評
価

方
法

：
最

終
仕

入
原

価
法

　
定

額
法

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　
建

　
　

　
　

　
　

物
　

　
　

　
7
～

4
7
年

　
構

　
  

築
 　

　
物

　
　

　
　

5
～

4
5
年

　
工

具
器

具
備

品
　

　
　

  
 2

～
1
0
年

　
な

お
、

法
人

内
利

用
の

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

に
つ

い
て

は
、

法
人

内
に

お
け

る
利

用
可

能
期

間
（
5
年

）
に

基
づ

い
て

償
却

し
て

お
り

ま
す

。

　
定

額
法

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

引
当

金
の

計
上

基
準

徴
収

不
能

引
当

金
の

計
上

基
準

　
ま

た
、

特
定

の
償

却
資

産
（
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

8
7
)の

減
価

償
却

相
当

額
に

つ
い

て
は

、
減

価
償

却
相

当
累

計
額

と
し

て
資

本
剰

余
金

か
ら

控
除

し
て

表
示

し
て

お
り

ま
す

。

無
形

固
定

資
産

　
債

権
の

回
収

不
能

に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

懸
念

債
権

等
特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

債
権

の
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

賞
与

引
当

金
及

び
見

積
額

の
計

上
基

準

　
賞

与
に

つ
い

て
は

、
運

営
費

交
付

金
に

よ
り

財
源

措
置

が
な

さ
れ

る
た

め
、

賞
与

に
か

か
る

引
当

金
は

計
上

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

　
な

お
、

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

の
注

記
に

お
け

る
賞

与
引

当
増

加
相

当
額

は
、

当
事

業
年

度
末

の
賞

与
引

当
相

当
額

か
ら

前
事

業
年

度
末

の
同

相
当

額
を

控
除

し
た

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

　
退

職
一

時
金

に
つ

い
て

は
、

運
営

費
交

付
金

に
よ

り
財

源
措

置
が

な
さ

れ
る

た
め

、
退

職
給

付
に

か
か

る
引

当
金

は
計

上
し

て
お

り
ま

せ
ん

。
　

な
お

、
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト
等

の
注

記
に

お
け

る
退

職
給

付
引

当
増

加
相

当
額

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
8
9
に

基
づ

き
計

算
さ

れ
た

退
職

一
時

金
に

係
る

退
職

給
付

引
当

金
の

当
期

増
加

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

退
職

給
付

に
か

か
る

引
当

金
及

び
見

積
額

の
計

上
基

準

注
　

　
記

　
　

事
　

　
項

Ⅰ
　

重
要

な
会

計
方

針

運
営

費
交

付
金

収
益

及
び

授
業

料
収

益
の

計
上

基
準

　
原

則
と

し
て

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　
な

お
、

退
職

一
時

金
、

特
別

交
付

金
の

う
ち

の
特

別
経

費
に

つ
い

て
は

、
費

用
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。

減
価

償
却

の
会

計
処

理
方

法

有
形

固
定

資
産

改
訂

後
の

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

の
適

用

　
「
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
」
及

び
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
」
（
令

和
４

年
８

月
3
1
日

　
総

務
省

告
示

第
2
8
5
号

改
訂

）
」

及
び

「
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
」
及

び
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
」
に

関
す

る
Ｑ

＆
Ａ

」
（
令

和
６

年
３

月
改

訂
　

総
務

省
自

治
行

政
局

　
総

務
省

自
治

財
政

局
　

日
本

公
認

会
計

士
協

会
）
」
（
以

下
「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

」
と

い
う

。
）
を

適
用

し
て

お
り

ま
す

。
　

な
お

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

の
う

ち
、

収
益

認
識

に
関

す
る

会
計

基
準

の
導

入
に

係
る

改
訂

内
容

に
つ

い
て

は
、

令
和

６
事

業
年

度
か

ら
適

用
し

ま
す

。

消
費

税
等

の
会

計
処

理

　
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

方
法

は
、

税
込

方
式

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

　
リ

ー
ス

料
総

額
が

3
,0

0
0
千

円
以

上
の

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
は

、
通

常
の

売
買

取
引

に
か

か
る

方
法

に
準

じ
た

会
計

処
理

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
の

会
計

処
理



47
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
会

計
方

針
の

変
更

）

1 2

　
臨

時
利

益
の

う
ち

、
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
等

戻
入

2
5
7
,0

1
3
千

円
、

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
1
8
,1

4
5
千

円
、

資
産

見
返

物
品

受
贈

額

戻
入

9
0
2
,1

0
9
千

円
は

会
計

基
準

改
訂

に
伴

い
期

首
に

計
上

し
た

資
産

見
返

負
債

の
収

益
化

額
で

あ
り

ま
す

。

1

　
現

金
及

び
預

金
千

円

　
資

金
期

末
残

高
千

円

2
重

要
な

非
資

金
取

引
の

内
容

　
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ

ー
ス

に
よ

る
資

産
の

取
得

1
業

務
費

用

（
１

）
損

益
計

算
書

上
の

費
用

（
２

）
（
控

除
）
自

己
収

入
等

　
業

務
費

用
合

計

2
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト
等

3
機

会
費

用

地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用

4
公

立
大

学
法

人
の

業
務

運
営

に
関

し
て

住
民

等
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト

　
（
控

除
）
自

己
収

入
に

は
、

会
計

基
準

改
訂

に
伴

い
期

首
に

臨
時

利
益

に
計

上
し

た
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
等

戻
入

2
5
7
,0

1
3
千

円
（
授

業

料
を

財
源

と
す

る
も

の
）
、

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
8
,6

8
8
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

1

2
,1

5
5
,4

4
1

　
1
0
年

利
付

国
債

の
令

和
6
年

3
月

末
利

回
り

を
参

考
に

、
0
.7

2
5
％

と
し

て
お

り
ま

す
。

8
6
,9

2
1

地
方

公
共

団
体

出
資

等
の

機
会

費
用

の
計

算
に

使
用

し
た

利
率

公
立

大
学

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
住

民
等

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト
の

注
記

に
お

け
る

機
会

費
用

の
計

上
方

法

Ⅳ
　

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
関

係

6
1
2
,5

9
5

2
8
0
,0

0
8

（
単

位
：
千

円
）

Ⅱ
　

貸
借

対
照

表
関

係

賞
与

引
当

金
の

見
積

額

会
計

基
準

の
改

訂
に

伴
う

資
産

見
返

負
債

の
計

上
の

廃
止

　
前

事
業

年
度

ま
で

運
営

費
交

付
金

、
授

業
料

、
寄

附
金

を
財

源
と

し
て

固
定

資
産

を
取

得
し

た
場

合
、

資
産

見
返

負
債

を
計

上
し

、
減

価
償

却
に

伴
い

同
額

を
収

益
に

振
り

替
え

て
お

り
ま

し
た

が
、

当
事

業
年

度
よ

り
改

訂
後

の
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

を
適

用
し

、
固

定
資

産
を

取
得

し
た

時
点

で
収

益
を

計
上

す
る

こ
と

と
し

、
資

産
見

返
負

債
は

計
上

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

な
お

、
改

訂
後

の
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

に
従

っ
て

、
前

事
業

年
度

末
の

資
産

見
返

負
債

は
当

期
首

に
臨

時
利

益
に

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
　

こ
の

結
果

、
経

常
収

益
が

2
9
,6

0
3
千

円
減

少
す

る
と

と
も

に
、

臨
時

利
益

が
1
,1

7
7
,2

6
8
千

円
増

加
し

、
当

期
純

利
益

及
び

当
期

総
利

益
が

1
,1

4
7
,6

6
4
千

円
増

加
し

て
お

り
ま

す
。

　
ま

た
、

前
事

業
年

度
の

貸
借

対
照

表
に

お
け

る
「
資

産
見

返
補

助
金

等
」
は

当
事

業
年

度
よ

り
「
長

期
繰

延
補

助
金

等
」
と

し
て

表
示

し
て

お
り

ま
す

が
、

損
益

に
与

え
る

影
響

は
あ

り
ま

せ
ん

。

Ⅴ
　

公
立

大
学

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
住

民
等

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト

Ⅵ
　

金
融

商
品

に
関

す
る

事
項

金
融

商
品

の
状

況
に

関
す

る
事

項

5
,1

2
9
千

円

▲
 1

,0
7
7
,9

5
9

1
,0

7
7
,4

8
2

　
当

法
人

は
、

資
金

運
用

に
つ

い
て

は
預

金
に

限
定

し
実

施
し

て
お

り
ま

す
。

　
資

金
運

用
に

あ
た

っ
て

は
当

法
人

が
適

用
す

る
地

方
独

立
行

政
法

人
法

第
4
3
条

の
規

定
に

基
づ

い
て

お
り

ま
す

。

資
金

の
期

末
残

高
の

貸
借

対
照

表
科

目
別

の
内

訳

　
運

営
費

交
付

金
か

ら
充

当
さ

れ
る

べ
き

賞
与

引
当

相
当

額
は

、
8
3
,4

6
8
千

円
で

あ
り

ま
す

。

退
職

給
付

引
当

金
の

見
積

額

　
運

営
費

交
付

金
か

ら
充

当
さ

れ
る

べ
き

退
職

給
付

引
当

金
の

見
積

額
は

、
5
2
5
,7

6
1
千

円
で

あ
り

ま
す

。

Ⅲ
　

損
益

計
算

書
関

係

6
1
2
,5

9
5

1
,4

4
4
,4

1
2



48
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

2

 取
得

等
に

よ
る

増
加

（
寮

改
修

等
）

減
価

償
却

等
に

よ
る

減
少

（
注

２
）
　

当
期

増
減

額
の

う
ち

、
主

な
増

減
額

は
次

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

（
注

３
）
　

当
期

末
の

時
価

は
、

土
地

に
関

し
て

は
路

線
価

に
基

づ
い

て
当

法
人

が
算

定
し

た
金

額
、

建
物

に
関

し
て

は
、

　
　

　
　

令
和

５
年

度
末

の
帳

簿
価

額
（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）
で

あ
り

ま
す

。

5
4
,6

6
6
千

円

当
法

人
は

、
本

学
敷

地
内

に
寄

宿
舎

等
を

有
し

て
お

り
ま

す
。

こ
れ

ら
の

賃
貸

等
不

動
産

の
貸

借
対

照
表

計
上

額
、

当
期

増
減

額
及

び
時

価
は

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。

Ⅹ
　

重
要

な
後

発
事

象

（
注

１
）
　

貸
借

対
照

表
計

上
額

は
、

取
得

原
価

額
か

ら
減

価
償

却
累

計
額

を
控

除
し

た
金

額
で

あ
り

ま
す

。

金
融

商
品

の
時

価
等

に
関

す
る

事
項

　
現

金
は

注
記

を
省

略
し

て
お

り
、

預
金

は
短

期
間

で
決

済
さ

れ
る

た
め

時
価

が
帳

簿
価

額
に

近
似

す
る

こ
と

か
ら

、
注

記
を

省
略

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

重
要

性
が

乏
し

い
も

の
に

つ
い

て
も

記
載

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

2
8
,2

9
4
千

円

（
注

）
　

賃
貸

費
用

に
含

ま
れ

る
減

価
償

却
相

当
額

に
つ

い
て

は
、

（
　

）
に

内
数

で
示

し
て

お
り

ま
す

。

Ⅶ
　

賃
貸

不
動

産
の

時
価

に
関

す
る

情
報

ま
た

、
賃

貸
等

不
動

産
に

関
す

る
令

和
５

年
度

に
お

け
る

収
益

及
び

費
用

等
の

状
況

は
次

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

Ⅷ
　

減
損

会
計

関
係

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

Ⅸ
　

重
要

な
債

務
負

担
行

為

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

前
期

末
残

高
当

期
増

減
額

当
期

末
残

高

1
,9

8
4
,7

9
0

▲
 2

6
,3

7
1

1
,9

5
8
,4

1
8

2
,1

6
9
,6

1
5

（
単

位
 ：

 千
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

末
の

時
価

（単
位

：千
円

）

賃
貸

収
益

賃
貸

費
用

そ
の

他
（売

却
損

益
等

）

66
,0

95
11

4,
34

9
-

(5
2,

03
0)
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（
単

位
：
千
円
）

当
期

償
却

額
当

期
減

損
損

失
当

期
減

損
損

失

相
当

額

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
）

建
物

1
1
,0

4
2
,9

3
1

-
-

1
1
,0

4
2
,9

3
1

2
,3

8
2
,5

4
1

2
5
3
,3

7
1

-
-

-
8
,6

6
0
,3

8
9

計
1
1
,0

4
2
,9

3
1

-
-

1
1
,0

4
2
,9

3
1

2
,3

8
2
,5

4
1

2
5
3
,3

7
1

-
-

-
8
,6

6
0
,3

8
9

建
物

3
0
5
,1

1
9

2
8
,2

9
4

-
3
3
3
,4

1
4

1
6
3
,7

3
3

2
4
,2

2
5

-
-

-
1
6
9
,6

8
0

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

-
-

4
9
2
,0

7
4

1
4
4
,4

0
6

2
0
,9

0
7

-
-

-
3
4
7
,6

6
8

工
具

器
具

備
品

9
8
6
,2

4
2

2
2
,0

1
0

1
,1

7
4

1
,0

0
7
,0

7
8

9
3
5
,3

8
6

2
8
,5

4
9

-
-

-
7
1
,6

9
1

図
書

7
2
6
,0

1
7

3
,4

8
4

-
7
2
9
,5

0
2

-
-

-
-

-
7
2
9
,5

0
2

計
2
,5

0
9
,4

5
4

5
3
,7

8
9

1
,1

7
4

2
,5

6
2
,0

6
9

1
,2

4
3
,5

2
5

7
3
,6

8
2

-
-

-
1
,3

1
8
,5

4
3

非
償
却
資
産

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

美
術

品
1
9
,2

1
0

3
,5

0
0

-
2
2
,7

1
0

-
-

-
-

-
2
2
,7

1
0

建
設

仮
勘

定
5
0
0

-
5
0
0

-
-

-
-

-
-

-

計
3
,2

1
1
,3

7
6

3
,5

0
0

5
0
0

3
,2

1
4
,3

7
6

-
-

-
-

-
3
,2

1
4
,3

7
6

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
1
,3

4
8
,0

5
0

2
8
,2

9
4

-
1
1
,3

7
6
,3

4
5

2
,5

4
6
,2

7
4

2
7
7
,5

9
7

-
-

-
8
,8

3
0
,0

7
0

構
築

物
4
9
2
,0

7
4

-
-

4
9
2
,0

7
4

1
4
4
,4

0
6

2
0
,9

0
7

-
-

-
3
4
7
,6

6
8

工
具

器
具

備
品

9
8
6
,2

4
2

2
2
,0

1
0

1
,1

7
4

1
,0

0
7
,0

7
8

9
3
5
,3

8
6

2
8
,5

4
9

-
-

-
7
1
,6

9
1

図
書

7
2
6
,0

1
7

3
,4

8
4

-
7
2
9
,5

0
2

-
-

-
-

-
7
2
9
,5

0
2

美
術

品
1
9
,2

1
0

3
,5

0
0

-
2
2
,7

1
0

-
-

-
-

-
2
2
,7

1
0

建
設

仮
勘

定
5
0
0

-
5
0
0

-
-

-
-

-
-

-

計
1
6
,7

6
3
,7

6
1

5
7
,2

8
9

1
,6

7
4

1
6
,8

1
9
,3

7
6

3
,6

2
6
,0

6
7

3
2
7
,0

5
4

-
-

-
1
3
,1

9
3
,3

0
8

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
4
5
,9

7
0

-
7
,7

9
9

1
3
8
,1

7
0

1
0
7
,1

5
1

1
5
,6

7
5

-
-

-
3
1
,0

1
8

電
話

加
入

権
4
5

-
-

4
5

-
-

-
-

-
4
5

計
1
4
6
,0

1
5

-
7
,7

9
9

1
3
8
,2

1
5

1
0
7
,1

5
1

1
5
,6

7
5

-
-

-
3
1
,0

6
3

(
2
)
　
棚
卸
資
産
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

種
　
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
　

要

当
期

購
入

・
製
造

・
振

替
そ

の
他

払
出

・
振

替
そ

の
他

貯
蔵

品

計

（
１
）
固
定
資
産
の
取
得
及
び

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
8
7
 
特
定

の
資

産
に

係
る

費
用

相
当

額
の

会
計

処
理

」
及

び
「

第
9
1
 
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」
に
よ
る

減
価
償
却
相
当
額
も
含
む
。
）

並
び

に
減

損
損

失
の

明
細

資
　
産
　
の
　
種
　

類
期
首

残
高

当
期

増
加

額
当
期

減
少

額
期

末
残

高

減
価

償
却

累
計

額
差

引
当

期
末

残
高

摘
　
要

無
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
以

外
）

減
損

損
失

累
計

額

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産
以

外
）

有
形
固
定
資
産
合
計
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(3
)　
有
価
証
券
の
明
細

(3
)－
1
　
流
動
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(3
)－
2
　
投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(4
)　
長
期
貸
付
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(5
)　
長
期
借
入
金
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(6
)　
公
立
大
学
法
人
債
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(7
)　
引
当
金
の
明
細

目
的
使
用

そ
の
他

1
,6

2
8

-
1
2
1

6
0
5

9
0
1
注
）

1
,6

2
8

-
1
2
1

6
0
5

9
0
1

(8
)　
資
産
除
去
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(9
)　
保
証
債
務
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(1
0
)　
資
本
剰
余
金
の
明
細

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

1
0
,4

4
5

-
-

1
0
,4

4
5

8
,8

1
0

3
,5

0
0

-
1
2
,3

1
0

1
9
,2

5
5

3
,5

0
0

-
2
2
,7

5
5

当
期
減
少
額

区
分

徴
収
不
能
引
当
金

期
末
残
高

期
首
残
高

摘
要

合
　
計

美
術
品
収
蔵
品
の
取
得

（
単
位
：
千
円
）

摘
要

　
注
）
　
当
期
減
少
額
の
そ
の
他
は
、
未
収
学
生
納
付
金
収
入
及
び
そ
の
他
の
未
収
入
金
の
回
収
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

当
期
増
加
額

寄
付
金
等

無
償
譲
与

計

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分
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(1
1
)　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

海
外

留
学

事
業

体
験

学
習

事
業

女
性

リ
ー

ダ
ー

育
成

事
業

入
試

・
広

報
事

業
情

報
・
教

育
シ

ス
テ

ム
等

運
営

費
計

1
7
6

1
7
7

3
8
9

2
2
4

1
4

9
8
3

-
4
5
0

1
7
7

2
,5

6
3

-
3
,1

9
0

-
-

1
2
3

-
-

1
2
3

2
,7

5
7

5
6
1

1
,1

2
9

3
8
0

-
4
,8

3
0

6
4
8

6
0
0

2
1
1

3
2
2

-
1
,7

8
3

-
2

3
3

2
4
9

1
5

3
0
0

3
0
7

1
,8

8
7

1
9
0

2
,6

0
1

5
7
8

5
,5

6
4

6
2
9

1
,2

0
2

2
,4

9
1

2
,9

8
6

4
,8

8
7

1
2
,1

9
8

-
7
9

-
1
6
8

-
2
4
8

-
1
6
7

-
-

-
1
6
7

3
8

3
2

-
5
9

-
1
3
0

4
,1

1
5

8
0
0

-
1
2
0

-
5
,0

3
5

8
,6

7
4

5
,9

6
3

4
,7

4
7

9
,6

7
7

5
,4

9
5

3
4
,5

5
8

-
-

-
-

-
-

8
,6

7
4

5
,9

6
3

4
,7

4
7

9
,6

7
7

5
,4

9
5

3
4
,5

5
8

(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

（
単

位
：
千

円
）

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
本

剰
余

金
小

計

平
成

3
0

年
度

2
9
,9

5
9

-
2
9
,9

5
9

-
2
9
,9

5
9

-

令
和

元
年

度
2
5
,4

2
7

-
2
5
,4

2
7

-
2
5
,4

2
7

-

令
和

２
年

度
2
8
,3

2
0

-
2
8
,3

2
0

-
2
8
,3

2
0

-

令
和

３
年

度
4
6
,9

2
4

-
4
6
,9

2
4

-
4
6
,9

2
4

-

令
和

４
年

度
3
0
,2

2
1

-
3
0
,2

2
1

-
3
0
,2

2
1

-

令
和

５
年

度
-

1
,2

1
9
,6

4
7

1
,2

1
9
,6

4
7

-
1
,2

1
9
,6

4
7

-

合
計

1
6
0
,8

5
2

1
,2

1
9
,6

4
7

1
,3

8
0
,4

9
9

-
1
,3

8
0
,4

9
9

-

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
：
千

円
）

平
成

3
0
年

度
交

付
分

令
和

元
年

度
交

付
分

令
和

2
年

度
交

付
分

令
和

3
年

度
交

付
分

令
和

4
年

度
交

付
分

令
和

5
年

度
交

付
分

　
　

　
合

計

-
-

-
-

-
1
,0

3
0
,8

2
5

1
,0

3
0
,8

2
5

1
6
,1

7
0

3
,8

6
6

-
1
3
,2

5
7

7
4

1
6
1
,8

4
4

1
9
5
,2

1
3

1
3
,7

8
9

2
1
,5

6
0

2
8
,3

2
0

3
3
,6

6
6

3
0
,1

4
6

2
6
,9

7
7

1
5
4
,4

6
0

2
9
,9

5
9

2
5
,4

2
7

2
8
,3

2
0

4
6
,9

2
4

3
0
,2

2
1

1
,2

1
9
,6

4
7

1
,3

8
0
,4

9
9

（
注

）
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

5
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

運
営

費
交

付
金

債
務

の
残

高
を

全
額

収
益

に
振

替
え

て
お

り
ま

す
。

（
単

位
：
千

円
）

　
　

印
刷

製
本

費

　
　

旅
費

交
通

費

教
育

経
費

積
立

金
の

名
称

及
び

事
業

名

　
　

行
事

費

合
  

計

小
計

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

中
期

目
標

期
間

終
了

時
の

積
立

金
へ

の
振

替
額

業
務

等
区

分

　

期
首

残
高

交
付

年
度

合
計

当
期

振
替

額

　
　

通
信

運
搬

費

　
　

奨
学

費

　
　

消
耗

品
費

　
　

諸
会

費

　
　

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

　
　

雑
費

　
　

賃
借

料

　
　

損
害

保
険

料

　
　

広
告

宣
伝

費

会
計

基
準

第
7
9
第

5
項

に
よ

る
振

替
額

(注
)

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

交
付

金
当

期
交

付
額



52
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
3
)　
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

(1
3
)－
1
　
施
設
費
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

(1
3
)－
2
　
補
助
金
等
の
明
細

長
期
繰
延

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

補
助
金
等

収
益

そ
の
他

女
性
リ
ー
ダ
ー
養
成
事
業
費
補
助
金

（
女
性
ト
ッ
プ
リ
ー
ダ
ー
育
成
研
修
事
業
）

福
岡
県

直
接
経
費

-
1
,1
3
8

-
-

1
,1
3
8

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(寄
宿
舎
D
棟
電
灯
・
電
話
設
備
改
修
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
7
,7
0
0

-
-

7
,7
0
0

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(寄
宿
舎
D
棟
給
排
水
・
衛
生
設
備
等
改
修
工
事
)
福
岡
県

直
接
経
費

-
8
,1
4
0

8
,1
4
0

-
-

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(寄
宿
舎
D
棟
空
調
・
換
気
設
備
等
改
修
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
2
0
,1
5
4

2
0
,1
5
4

-
-

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(寄
宿
舎
D
棟
屋
根
防
水
シ
ー
ト
交
換
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
7
,4
8
0

-
-

7
,4
8
0

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(講
義
棟
外
階
段
防
水
改
修
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
2
,4
6
4

-
-

2
,4
6
4

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(研
究
棟
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
消
耗
部
品
交
換
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
1
,5
2
0

-
-

1
,5
2
0

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(研
究
棟
加
圧
ポ
ン
プ
整
備
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
1
,4
9
6

-
-

1
,4
9
6

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(大
学
会
館
正
門
玄
関
自
動
ド
ア
装
置
更
新
工
事
)
福
岡
県

直
接
経
費

-
4
7
3

-
-

4
7
3

-
-

公
立
大
学
法
人
施
設
整
備
費
等
補
助
金

(寄
宿
舎
防
犯
カ
メ
ラ
更
新
工
事
)

福
岡
県

直
接
経
費

-
3
,5
2
0

3
,5
2
0

-
-

-
-

海
外
等
留
学
支
援
制
度

独
立
行
政
法
人
日
本

学
生
支
援
機
構

直
接
経
費

-
2
1
,3
5
4

-
-

2
1
,3
5
4

-
-

JE
E
S
留
学
生
奨
学
金

公
益
財
団
法
人
日
本

国
際
教
育
支
援
協
会

直
接
経
費

-
4
8
0

-
-

4
8
0

-
-

直
接
経
費

-
7
5
,9
2
1

3
1
,8
1
4

-
4
4
,1
0
6

-
-

計
-

7
5
,9
2
1

3
1
,8
1
4

-
4
4
,1
0
6

-
-

摘
要

期
首

残
高

期
末

残
高（
単
位
：
千
円
）

注
）
損
益
計
算
書
の
補
助
金
等
収
益
は
、
長
期
繰
延
補
助
金
等
に
か
か
る
減
価
償
却
費
等
の
見
合
い
の
収
益
化
額
（
1
3
,5
8
3
千
円
）
が
含
ま
れ
る
た
め
、
上
記
補
助
金
等
収
益
と
は
一
致
し

て
お
り
ま
せ
ん
。

名
称

当
期

交
付
額

合
計

交
付
元

当
期
振
替
額

経
費

の
別



53
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
4
)　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細

退
職

給
付

金
額

支
給

人
員

金
額

支
給

人
員

役
員

常
　

勤
3
4
,5

6
1

3
-

-

非
常

勤
8
4
0

4
-

-

計
3
5
,4

0
1

7
-

-

教
員

常
　

勤
7
7
3
,7

3
5

8
9

3
8
,8

4
7

6

非
常

勤
4
9
,0

0
6

4
5

-
-

計
8
2
2
,7

4
1

1
3
4

3
8
,8

4
7

6

職
員

常
　

勤
1
8
9
,1

4
8

3
0

2
0
8

1

非
常

勤
1
2
0
,4

7
8

3
7

-
-

計
3
0
9
,6

2
6

6
7

2
0
8

1

合
計

常
　

勤
9
9
7
,4

4
5

1
2
2

3
9
,0

5
6

7

非
常

勤
1
7
0
,3

2
4

8
6

-
-

計
1
,1

6
7
,7

6
9

2
0
8

3
9
,0

5
6

7

注
） 1 2 3

(1
5
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト
情

報

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

（
単

位
：
千

円
、

人
）

区
 分

報
酬

又
は

給
料

等

　
役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
支

給
し

て
お

り
ま

す
。

　
教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

教
員

年
俸

規
程

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
退

職
手

当
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

非
常

勤
職

員
等

賃
金

規
程

に
基

づ
き

支
給

し
て

お
り

ま
す

。

　
役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

退
職

給
付

に
は

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。



54
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
6
)　
業
務
費
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

(単
位
:千

円
)

教
育
経
費

消
耗
品
費

1
4
,9

7
7

備
品
費

1
2
,8

4
6

印
刷
製
本
費

6
,4

4
1

水
道
光
熱
費

4
6
,4

2
7

旅
費
交
通
費

1
2
,1

3
1

通
信
運
搬
費

6
,4

4
3

賃
借
料

3
,9

0
1

保
守
費

2
,5

8
8

修
繕
費

9
,1

0
7

損
害
保
険
料

2
0
7

広
告
宣
伝
費

1
2
8

行
事
費

9
,2

1
0

諸
会
費

2
,0

0
5

会
議
費

1
6

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

8
9
,6

2
3

奨
学
費

1
1
4
,0

0
8

減
価
償
却
費

1
8
,6

1
7

雑
費

3
,0

0
0

3
5
1
,6

8
4

研
究
経
費

消
耗
品
費

1
8
,5

0
4

備
品
費

6
,6

4
6

印
刷
製
本
費

5
3
8

水
道
光
熱
費

3
3
,3

2
3

旅
費
交
通
費

1
2
,4

8
6

通
信
運
搬
費

3
4
0

賃
借
料

2
,7

0
5

修
繕
費

7
,3

7
5

損
害
保
険
料

5
2

行
事
費

1
1

諸
会
費

3
,4

8
1

会
議
費

1
3

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

5
0
,7

3
0

減
価
償
却
費

2
2
,9

0
3

雑
費

5
,0

2
2

1
6
4
,1

3
6

教
育
研
究
支
援
経
費

消
耗
品
費

2
,5

5
8

備
品
費

1
7
9

印
刷
製
本
費

1
,1

1
7

水
道
光
熱
費

6
,4

9
0

旅
費
交
通
費

4
9

通
信
運
搬
費

4
6
7

賃
借
料

9
,7

7
0

保
守
費

1
9
,9

7
4

修
繕
費

6
3
8

諸
会
費

8
8

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

2
5
,9

7
6

減
価
償
却
費

2
7
,2

3
2

雑
費

2
,6

3
2

9
7
,1

7
5

受
託
研
究
費

消
耗
品
費

1
,5

1
8

旅
費
交
通
費

3
6
2

諸
会
費

2
1

減
価
償
却
費

6
1

雑
費

1
9
8

2
,1

6
1

共
同
研
究
費

消
耗
品
費

5
4
8

修
繕
費

1
9
5

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

2
4
5

9
9
0



55
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

受
託
事
業
費

消
耗
品
費

2
2
4

印
刷
製
本
費

9
9

旅
費
交
通
費

4
7
8

通
信
運
搬
費

2
9

賃
借
料

1
,7

5
5

会
議
費

4

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

4
,1

2
7

職
員
人
件
費

非
常
勤
職
員
給
与

　
　
給
料

9
7
2

　
　
法
定
福
利
費

2
9
7
4

7
,6

9
3

役
員
人
件
費

常
勤
役
員
給
与

報
酬

2
4
,7

5
8

賞
与

9
,8

0
3

法
定
福
利
費

3
,5

5
0

3
8
,1

1
1

非
常
勤
役
員
給
与

報
酬

8
4
0

8
4
0

3
8
,9

5
1

教
員
人
件
費

常
勤
教
員
給
与

給
料

5
5
9
,8

7
0

賞
与

2
1
3
,8

6
5

退
職
給
付
費
用

3
8
,8

4
7

法
定
福
利
費

1
3
0
,3

7
0

9
4
2
,9

5
3

非
常
勤
教
員
給
与

給
料

4
9
,0

0
6

法
定
福
利
費

1
4
6

4
9
,1

5
2

9
9
2
,1

0
6

職
員
人
件
費

常
勤
職
員
給
与

給
料

1
4
2
,2

8
1

賞
与

4
6
,8

6
7

退
職
給
付
費
用

2
0
8

法
定
福
利
費

3
0
,5

8
9

2
1
9
,9

4
6

非
常
勤
職
員
給
与

給
料

1
0
6
,8

2
2

賞
与

1
3
,6

5
6

法
定
福
利
費

1
8
,3

2
4

1
3
8
,8

0
2

3
5
8
,7

4
9

一
般
管
理
費

消
耗
品
費

3
,7

4
3

備
品
費

1
,5

8
0

印
刷
製
本
費

3
,3

5
5

水
道
光
熱
費

4
,4

0
8

旅
費
交
通
費

3
,6

1
1

通
信
運
搬
費

2
,7

1
1

賃
借
料

3
,6

8
1

車
両
燃
料
費

5

保
守
費

2
,1

0
4

修
繕
費

6
,4

0
9

損
害
保
険
料

2
,8

7
9

広
告
宣
伝
費

6
,6

5
0

行
事
費

8
,5

1
5

会
議
費

1
7
7

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

6
5
,3

8
2

租
税
公
課

1
,2

3
5

減
価
償
却
費

2
0
,5

4
3

雑
費

3
1
5

諸
会
費

1
,7

1
3

1
3
9
,0

2
4



56
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(1
7
) 

 寄
附

金
の

明
細

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

2
4
,8

1
5

(7
,4

1
7
)

1
2

(-
)

注
）

(1
8
) 

 受
託

研
究

の
明

細

委
託

者
経

費
の

別
　

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
収

益
期

末
残

高

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
1
,6

0
0

1
,6

0
0

-

間
接

経
費

-
4
8
0

4
8
0

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

3
9
5
4

9
5
7

-

間
接

経
費

-
4
5

4
5

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

3
2
,5

5
4

2
,5

5
7

-

間
接

経
費

-
5
2
5

5
2
5

-

(1
9
) 

 共
同

研
究

の
明

細

共
同

研
究

契
約

の
相

手
方

経
費

の
別

　
期

首
残

高
当

期
受

入
額

共
同

研
究

収
益

期
末

残
高

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

4
9
5

9
9
0

9
9
0

4
9
5

間
接

経
費

-
1
1
0

1
1
0

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

4
9
5

9
9
0

9
9
0

4
9
5

間
接

経
費

-
1
1
0

1
1
0

-

（
単

位
：
千

円
）

国

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

合
計

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

国

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

株
式

会
社

等

そ
の

他

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

そ
の

他

株
式

会
社

等

（
単

位
：
千

円
、

件
）

注
）
　

件
数

の
う

ち
、

基
金

に
つ

い
て

は
少

額
雑

多
な

た
め

、
基

金
ご

と
に

１
件

と
し

て
カ

ウ
ン

ト
し

て
お

り
ま

す
。

　
　

( 
 )

は
現

物
寄

附
に

よ
る

も
の

で
、

内
数

と
し

て
記

載
し

て
お

り
、

件
数

に
つ

い
て

は
種

類
が

多
岐

に
わ

た
り

、
か

つ
単

位
が

一
律

で
は

な
い

た
め

、
記

載
を

省
略

し
て

お
り

ま
す

。

合
計

（
単

位
：
千

円
）



57
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(2
0
) 

 受
託

事
業

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

委
託

者
等

経
費

の
別

　
期

首
残

高
当

期
受

入
額

受
託

事
業

等
収

益
期

末
残

高

直
接

経
費

-
6
,1

2
2

6
,1

2
2

-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
1
,7

1
0

1
,7

1
0

-

間
接

経
費

-
1
7
1

1
7
1

-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
-

-
-

間
接

経
費

-
-

-
-

直
接

経
費

-
7
,8

3
3

7
,8

3
3

-

間
接

経
費

-
1
7
1

1
7
1

-

(2
1
)科

学
研

究
費

助
成

事
業

等
の

明
細

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

(4
0
0
)

3

1
2
0

(6
,3

1
0
)

1
2

1
,9

5
1

(1
1
,0

4
4
)

2
1

3
,3

1
3

(4
,7

8
2
)

9

1
,4

3
4

(2
,2

9
0
)

3

6
8
7

(5
5
0
)

2

1
6
5

(7
3
)

1

-

(2
5
,4

5
1
)

5
1

7
,6

7
1

注
）
上

段
（
）
内

に
直

接
経

費
相

当
額

を
、

下
段

に
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(2
2
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

(2
2
)-

1
 現

金
及

び
預

金

区
　

分
金

　
額

現
金

3
2
8

普
通

預
金

6
1
2
,2

6
7

合
　

計
6
1
2
,5

9
5

(2
2
)-

2
 未

払
金

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

人
件

費
3
6
,5

2
8

固
定

資
産

8
,1

5
1

そ
の

他
7
0
,4

6
6

合
　

計
1
1
5
,1

4
7

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

国
際

共
同

加
速

基
金

合
計

地
方

公
共

団
体

等
（
設

立
団

体
以

外
）

独
立

行
政

法
人

・
国

立
大

学
法

人

株
式

会
社

等

そ
の

他

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｂ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ａ

地
方

公
共

団
体

（
設

立
団

体
）

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｃ

地
方

独
立

行
政

法
人

等
（
設

立
団

体
）

種
目

国

（
単

位
：
千

円
、

件
）

合
計

摘
　

要

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

若
手

研
究

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

挑
戦

的
研

究
（
萌

芽
）

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

日
本

学
術

振
興

会
外

国
人

研
究

者
再

招
へ

い
事

業



58
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号 　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大

学法人福岡県立大学令和５年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　令和６年９月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人福岡県立大学　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　柴田　洋三郎



59
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

資 資
産産

のの
部部

Ⅰ
固

定
資

産

有
形

固
定

資
産

土
地

建
物 減

価
償

却
累

計
額

▲
 3

,6
7
7
,5

0
4

▲
 1

8
,9

2
4

構
築

物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 6
7
9
,5

1
7

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額
▲

 1
6
,5

9
9

工
具

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 2
8
6
,6

1
6

医
療

用
工

具
器

具
備

品

減
価

償
却

累
計

額
▲

 4
2
,7

7
7

図
書

美
術

品

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

著
作

権

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

長
期

貸
付

金

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

Ⅱ
流

動
資

産

現
金

及
び

預
金

未
収

学
生

納
付

金
収

入

前
払

費
用

そ
の

他
の

未
収

入
金

そ
の

他
の

流
動

資
産

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

科
　

目

減
損

損
失

累
計

額

（
令

和
６

年
３

月
３

１
日

現
在

）
貸貸

　　
借借

　　
対対

　　
照照

　　
表表

金
　

　
　

　
　

　
　

額



60
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

科
　

目

（
令

和
６

年
３

月
３

１
日

現
在

）
貸貸

　　
借借

　　
対対

　　
照照

　　
表表

金
　

　
　

　
　

　
　

額

負負
債債

のの
部部

Ⅰ
固

定
負

債

長
期

繰
延

補
助

金
等

(注
)

長
期

リ
ー

ス
債

務

固
定

負
債

合
計

Ⅱ
流

動
負

債

寄
附

金
債

務
(注

)

前
受

金

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金

預
り

金

未
払

金

リ
ー

ス
債

務

未
払

消
費

税
等

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

純 純
資資

産産
のの

部部

Ⅰ
資

本
金

地
方

公
共

団
体

出
資

金

資
本

金
合

計

Ⅱ
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
▲

）
(注

)
▲

 3
,5

5
1
,7

3
4

減
損

損
失

相
当

累
計

額
（
▲

）
(注

)
▲

 1
8
,9

2
4

除
売

却
差

額
相

当
累

計
額

（
▲

）
(注

)
▲

 4
,6

9
5

資
本

剰
余

金
合

計
▲

 3
,5

0
7
,4

1
6

Ⅲ
利

益
剰

余
金

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

(注
)

当
期

未
処

分
利

益

（
う

ち
当

期
総

利
益

）

利
益

剰
余

金
合

計

純
資

産
合

計

負
債

純
資

産
合

計

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。



61
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

経 経
常常

費費
用用

業
務

費

教
育

経
費

研
究

経
費

教
育

研
究

支
援

経
費

受
託

研
究

費

役
員

人
件

費

教
員

人
件

費

職
員

人
件

費

一
般

管
理

費

財
務

費
用

支
払

利
息

経
常

費
用

合
計

経 経
常常

収収
益益

運
営

費
交

付
金

収
益

(注
3
)

授
業

料
収

益
(注

3
)

入
学

金
収

益
(注

3
)

検
定

料
収

益

そ
の

他
業

務
収

益

受
託

研
究

収
益

(注
3
)

補
助

金
等

収
益

(注
3
)

寄
附

金
収

益
(注

3
)

財
務

収
益

受
取

利
息

延
滞

金

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

手
数

料
収

益

研
究

関
連

収
入

そ
の

他
の

雑
益

経
常

収
益

合
計

経 経
常常

損損
失失

臨 臨
時時

損損
失失

固
定

資
産

除
却

損

臨臨
時時

利利
益益

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
(注

3
)

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
(注

3
)

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
(注

3
)

資
産

見
返

補
償

金
戻

入
(注

3
)

運
営

費
交

付
金

精
算

収
益

化
額

(注
3
)

当 当
期期

純純
利利

益益

当当
期期

総総
利利

益益 （
注

1
）
資

本
剰

余
金

を
減

額
し

た
コ

ス
ト

等
に

関
す

る
注

記
当

期
総

利
益

減
価

償
却

相
当

額
▲

 1
9
3
,6

3
0

除
売

却
差

額
相

当
額

▲
 1

,4
2
9

賞
与

引
当

増
加

相
当

額
▲

 9
,4

6
7

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
▲

 4
7
,4

1
4

小
計

▲
 2

5
1
,9

4
1

資
本

剰
余

金
を

減
額

し
た

コ
ス

ト
等

を
含

め
た

損
益

相
当

額

（
注

2
）
科

学
研

究
費

助
成

事
業

等
に

関
す

る
注

記
当

期
受

入
額

当
期

支
出

額

（
注

3
）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
す

。

損損
　　

益益
　　

計計
　　

算算
　　

書書

金
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

退
職

給
付

引
当

増
加

相
当

額
の

中
に

は
、

福
岡

県
か

ら
の

派
遣

職
員

に
係

る
も

の
が

▲
4
,4

9
4
千

円
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

科
　

　
目

雑
損

そ
の

他
雑

損

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

３
１

日
）
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（単位：千円）

うち当期総利益

当期首残高 ▲ 3,358,103 ▲ 18,924 ▲ 3,265 ▲ 3,312,356

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却 － ▲ 1,429 ▲ 1,429 － ▲ 1,429

減価償却 － ▲ 193,630 ▲ 193,630 － ▲ 193,630

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） － －

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分

利益処分による積立 － － ▲ 47,227 － －

（２）その他

当期純利益 － －

当期変動額合計 － － － ▲ 193,630 － ▲ 1,429 ▲ 195,060

当期末残高 ▲ 3,551,734 ▲ 18,924 ▲ 4,695 ▲ 3,507,416

純純資資産産変変動動計計算算書書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計
地方公共団体出

資金
資本金合計 資本剰余金 当期未処分利益 利益剰余金合計

減価償却相当累
計額（▲）

減損損失相当累
計額（▲）

除売却差額相当
累計額（▲）

資本剰余金合計
教育研究等改善

目的積立金
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令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単

位
：
千

円
）

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 2

2
0
,4

5
5

人
件

費
支

出
▲

 1
,3

9
6
,1

3
2

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 2

5
1
,0

2
4

運
営

費
交

付
金

収
入

授
業

料
収

入

入
学

金
収

入

検
定

料
収

入

受
託

研
究

収
入

寄
附

金
収

入

補
助

金
等

収
入

そ
の

他
の

収
入

科
学

研
究

費
助

成
事

業
等

預
り

金
の

純
増

減
額

▲
 6

,4
5
7

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 1

5
,8

3
3

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

6
,7

9
7

　
小

計
▲

 1
6
,7

9
7

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 1

6
,6

0
6

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 3
4
,6

2
7

　
小

計
▲

 3
4
,6

2
7

利
息

の
支

払
額

▲
 1

,9
4
7

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

6
,5

7
4

Ⅳ
　

資
金

減
少

額
▲

 6
9
,0

1
4

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

キキ
ャャ

ッッ
シシ

ュュ
・・
フフ

ロロ
ーー

計計
算算

書書
（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

３
１

日
）
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令

和
６

年
９

月
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日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

（
単
位
：
円
）

Ⅰ
　
　
当
期
未
処
分
利
益

当
期
総
利
益

Ⅱ
　
　
積
立
金
振
替
額

教
育
研
究
等
改
善
目
的
積
立
金

Ⅲ
　
　
利
益
処
分
額

積
立
金

利利
益益
のの
処処
分分
にに
関関
すす
るる
書書
類類

科
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
額
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令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

注
記
事
項

Ⅰ
重
要
な
会
計
方
針

１
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
の
適
用

「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」
（
令
和
４
年
８
月

日
総
務
省
告
示
第

号
改
訂
）
及
び
「
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
」
（
令

和
６
年
３
月
改
訂
総
務
省
自
治
行
政
局
総
務
省
自
治
財
政
局
日
本
公
認
会
計
士
協
会
）
を
適
用
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
の
う
ち
、
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
の
導
入
に
係
る
改
訂
内
容
に
つ
い
て
は
、

令
和
６
事
業
年
度
か
ら
適
用
し
ま
す
。

２
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
益
の
計
上
基
準

原
則
と
し
て
、
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
退
職
手
当
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
特
別
の
経
費
に
つ
い
て
は
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

３
減
価
償
却
の
会
計
処
理
方
法

（
１
）
有
形
固
定
資
産

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
以
下
の
と
お
り
で

あ
り
ま
す
。

建
物

１
０
～
４
４
年

構
築
物

３
～
４
７
年

工
具
器
具
備
品

１
～
１
４
年

な
お
、
特
定
の
償
却
資
産
（
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第
８
７
）
の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
減
価
償
却
相
当

累
計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。

（
２
）
無
形
固
定
資
産

定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（
５
年
）
に
基
づ
い
て
償
却
し
て

お
り
ま
す
。

４
引
当
金
の
計
上
基
準

（
１
）
賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

役
員
及
び
教
職
員
に
対
し
て
支
給
す
る
賞
与
に
つ
い
て
は
、翌
期
以
降
の
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
て
い
る

た
め
、
賞
与
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
賞
与
引
当
増
加
相
当
額
は
、
当
事
業
年
度
末
の
賞
与
引
当
相

当
額
か
ら
前
事
業
年
度
末
の
同
相
当
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

（
２
）
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
は
計
上
し
て
お

り
ま
せ
ん
。

な
お
、
資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等
の
注
記
に
お
け
る
退
職
給
付
引
当
増
加
相
当
額
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計

基
準
第
８
９
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

５
棚
卸
資
産
の
評
価
基
準
及
び
評
価
方
法

棚
卸
資
産
（
貯
蔵
品
）

評
価
基
準
：
低
価
法

評
価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法
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６
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理

リ
ー
ス
料
総
額
が
３
０
０
万
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た

会
計
処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

７
消
費
税
等
の
会
計
処
理

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

８
そ
の
他

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類
を
除
き
、
記
載
金
額
は
千
円
単
位
と
し
、
表
示
単
位
未
満
に
つ
い
て
は
切
り
捨
て
表
示
し
て
お
り
ま

す
。

（
会
計
方
針
の
変
更
）

会
計
基
準
の
改
訂
に
伴
う
資
産
見
返
負
債
の
計
上
の
廃
止

前
事
業
年
度
ま
で
運
営
費
交
付
金
、
授
業
料
、
寄
附
金
を
財
源
と
し
て
固
定
資
産
を
取
得
し
た
場
合
、
資
産
見
返
負
債
を
計
上

し
、
減
価
償
却
に
伴
い
同
額
を
収
益
に
振
り
替
え
て
お
り
ま
し
た
が
、
当
事
業
年
度
よ
り
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基

準
等
を
適
用
し
、
固
定
資
産
を
取
得
し
た
時
点
で
収
益
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
、
資
産
見
返
負
債
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
改
訂
後
の
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
等
に
従
っ
て
、
前
事
業
年
度
末
の
資
産
見
返
負
債
は
当
期
首
に
臨
時
利
益
に

計
上
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
結
果
、
経
常
収
益
が

千
円
減
少
す
る
と
と
も
に
、
臨
時
利
益
が

千
円
増
加
し
、

当
期
純
利
益
及
び
当
期
総
利
益
が

千
円
増
加
し
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
前
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
に
お
け
る
「
資
産
見
返
補
助
金
等
」
は
当
事
業
年
度
よ
り
「
長
期
繰
延
補
助
金
等
」
と
し

て
表
示
し
て
お
り
ま
す
が
、
損
益
に
与
え
る
影
響
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ⅱ
貸
借
対
照
表
関
係

１
賞
与
引
当
金
の
見
積
額

運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
賞
与
引
当
相
当
額
は
、

千
円
で
す
。

２
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額

運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、

千
円
で
す
。

Ⅲ
損
益
計
算
書
関
係

臨
時
利
益
の
う
ち
、
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
戻
入

千
円
、
資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

千
円
、
資
産
見
返
物

品
受
贈
額
戻
入

千
円
、
資
産
見
返
補
償
金
戻
入

千
円
は
会
計
基
準
改
訂
に
伴
い
期
首
に
計
上
し
た
資
産
見
返
負

債
の
収
益
化
額
で
す
。

Ⅳ
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
関
係

１
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳

令
和
６
年
３
月
３
１
日

現
金
及
び
預
金

千
円

資
金
期
末
残
高

千
円
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２
重
要
な
非
資
金
取
引
の
内
容

１
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
よ
る
資
産
の
取
得

千
円

２
現
物
寄
附
に
よ
る
資
産
・
消
耗
品
等
の
取
得

千
円

Ⅴ
公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

（
単
位
：
千
円
）

業
務
費
用

（
１
）
損
益
計
算
書
上
の
費
用

（
２
）
（
控
除
）
自
己
収
入
等

▲

業
務
費
用
合
計

  

資
本
剰
余
金
を
減
額
し
た
コ
ス
ト
等

  

機
会
費
用

 

国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用

地
方
公
共
団
体
出
資
の
機
会
費
用

 

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

 

公
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
住
民
等
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト
の
注
記
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法

（
１
）
国
又
は
地
方
公
共
団
体
財
産
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用
の
計
算
方
法

福
岡
県
河
川
流
水
占
用
料
等
徴
収
条
例
を
参
考
に
計
算
し
て
お
り
ま
す
。

（
２
）
地
方
公
共
団
体
出
資
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率

年
利
付
国
債
の
令
和
６
年
３
月
末
利
回
り
を
参
考
に
、

％
で
計
算
し
て
お
り
ま
す
。

（
控
除
）
自
己
収
入
に
は
、
会
計
基
準
改
訂
に
伴
い
期
首
に
臨
時
利
益
に
計
上
し
た
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
戻
入

千
円

（
授
業
料
を
財
源
と
す
る
も
の
）
、
資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

千
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

Ⅵ
金
融
商
品
に
関
す
る
事
項

１
金
融
商
品
の
状
況
に
関
す
る
事
項

当
法
人
は
、
資
金
運
用
に
つ
い
て
は
預
金
等
に
限
定
し
て
お
り
ま
す
。

資
金
運
用
に
あ
た
っ
て
は
当
法
人
が
適
用
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
４
３
条
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
し
て
お
り
ま
す
が
、

公
債
・
社
債
及
び
株
式
等
は
保
有
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

２
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

現
金
は
注
記
を
省
略
し
て
お
り
、
預
金
及
び
未
払
金
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
時
価
が
帳
簿
価
額
に
近
似
す
る
こ
と
か

ら
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
重
要
性
が
乏
し
い
も
の
に
つ
い
て
も
記
載
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。
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Ⅶ
賃
貸
等
不
動
産
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項

当
法
人
は
、
福
岡
県
田
川
市
に
お
い
て
、
賃
貸
等
不
動
産
を
保
有
し
て
お
り
ま
す
が
、
賃
貸
等
不
動
産
の
総
額
に
重
要
性
が
乏

し
い
た
め
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。

Ⅷ
重
要
な
債
務
負
担
行
為

該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ⅸ
重
要
な
後
発
事
象

該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ⅹ
重
要
な
偶
発
事
象

会
計
年
度
末
時
点
で
、
当
法
人
（
外
名
）
が
過
労
自
死
損
害
賠
償
請
求
を
提
訴
さ
れ
、
係
争
中
の
も
の
が
件
（
請
求
額

千
円
）
あ
り
ま
す
。
将
来
の
支
払
の
有
無
及
び
賠
償
額
に
つ
い
て
現
時
点
で
見
積
も
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
今
後
の
当
法
人
の

財
政
状
態
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
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（
単
位
：

千
円

）

当
期
償
却
額

当
期

減
損
損
失

当
期

減
損
損
失
相
当
額

建
物

工
具
器
具
備
品

計

建
物

構
築
物

機
械
装
置

工
具
器
具

備
品

医
療
用
工
具

器
具
備
品

図
書

計

土
地

美
術
品

計

土
地

建
物

構
築
物

機
械
装
置

工
具
器
具
備
品

医
療
用
工
具

器
具
備
品

図
書

美
術
品

計

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

著
作
権

電
話
加
入
権

計

長
期
貸
付
金

計

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産

以
外
）

有
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資

産
）

非
償
却
資
産

有
形
固
定
資
産

合
計

無
形
固
定
資
産

（
特
定
償
却
資
産

以
外
）

投
資
そ
の
他
の
資

産

（
1
）
固
定
資
産
の
取
得
及
び
処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
8
7
　

特
定

の
資

産
に

係
る

費
用

相
当

額
の

会
計

処
理

」
及

び
「

第
9
1
　

資
産

除
去

債
務

に
係

る
特

定
の

除
去

費
用

等
の

会
計

処
理

」
に

よ
る

減
価
償
却

相
当

額
も
含
む
。
）
並
び
に
減

損
損

失
の

明
細

資
　
産
　
の
　
種
　
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

減
損
損
失
累
計
額

差
引
当
期
末

残
高

摘
　

要
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（
単
位
：
千

円
）

計

(
3
)
　

有
価

証
券

の
明

細

(
3
)
－

1
　

流
動

資
産
と

し
て

計
上

さ
れ

た
有

価
証

券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
3
)
－

2
　

投
資

そ
の
他

の
資

産
と

し
て

計
上

さ
れ

た
有

価
証

券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
4
)
　

長
期

貸
付

金
の

明
細

（
単
位
：
千

円
）

そ
の
他
長

期
貸

付
金

特
別
奨

学
金

計

(
5
)
　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
6
)
　

公
立

大
学

法
人

債
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
7
)
　

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
8
)
資

産
除

去
債

務
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
9
)
　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

注
）

1
.
期

末
残

高
に

は
、

一
年

以
内

に
回

収
期

日
を

む
か
え
る
た
め
流
動
資
産
に
振
り
替
え
た
金
額
1
5
0
千
円
を
含
み
ま
す
。

　
　

2
.
償

却
額

は
返

済
免

除
者

1
名

（
2
0
0
千

円
）

に
よ

る
も
の
で
す
。

貯
蔵

品

当
期
減
少
額

期
末
残
高

種
類

当
期

購
入

・
製

造
・

振
替

そ
の
他

払
出
・
振
替

償
却
額

区
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額

摘
要

期
末
残
高

そ
の
他

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

(
2
)
　

棚
卸

資
産

の
明
細

期
首

残
高

摘
要

回
収
額

注
）
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(
1
0
)
　

資
本

剰
余

金
の

明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的

積
立

金

無
償

譲
与

寄
附

金
等

計

(
1
1
)
　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

区
　

分
期

首
残

高
当
期
減
少
額

期
末
残
高

当
期
増
加
額

摘
要

資
本

剰
余

金



72
令

和
６

年
９

月
13

日
　

金
曜

日
第

53
0 

号

(
1
2
)
　
運
営
費
交
付

金
債

務
及

び
運

営
費

交
付

金
収

益
の

明
細

(
1
2
)
－
1
　
運
営

費
交

付
金

債
務

(
単

位
：

千
円

)

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

資
本

剰
余

金
小

　
計

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年

度

令
和
２
年

度

令
和
３
年

度

令
和
４
年

度

令
和
５
年

度

合
　
計

(
1
2
)
－
2
　
運
営
費

交
付

金
収

益
(
単

位
：

千
円

)

業
務
等
区

分
平

成
3
0
年

度
交

付
分

令
和

元
年

度
交

付
分

令
和

２
年

度
交

付
分

令
和

３
年

度
交

付
分

令
和

４
年

度
交

付
分

令
和

５
年

度
交

付
分

合
計

期
間
進
行
基
準
に
よ

る
も

の

費
用
進
行
基
準
に
よ

る
も

の

会
計

基
準

第
7
9
第

5
項

に
よ

る
振

替
額

(
注

)

合
 
 
計

（
注
）
地
方
独
立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

5
項
の

規
定

に
基

づ
き

、
運

営
費

交
付

金
債

務
の

残
高

を
全

額
収

益
に

振
替

え
て

い
ま

す
。

交
付

金
当

期
交

付
額

交
付

年
度

期
首

残
高

当
期

振
替

額
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(
1
3
)
　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細
(
1
3
)
－

1
　

特
定

施
設

費
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
1
3
)
－

2
　

補
助

金
等

の
明

細

長
期
繰
延

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り

補
助
金
等

補
助
金
等

収
益

そ
の
他

田
川

市
公

開
講

座
田
川
市

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

物
価

高
に

対
す

る
経

済
対

策
支
援
金

独
立
行
政
法
人

日
本
学
生
支
援
機
構

直
接
経
費

－
－

－
－

施
設

整
備

費
等

補
助

金
（

ト
イ

レ
排

水
管

等
更

新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

施
設

整
備

費
等

補
助

金
（

ア
ザ

レ
ア

寮
電

気
温

水
器
更
新
工

事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

施
設

整
備

費
等

補
助

金
（

図
書

館
消

防
設

備
更

新
工
事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

施
設

整
備

費
等

補
助

金
（

自
動

ド
ア

更
新

工
事

）
福
岡
県

直
接
経
費

－
－

－
－

－

施
設

整
備

費
等

補
助

金
（

学
内

照
明

L
E
D
更

新
工

事
）

福
岡
県

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

金
（

特
定

行
為

）
厚
生
労
働
省

直
接
経
費

－
－

－
－

－
－

直
接
経
費

－
－

－
－

　
注

）
損

益
計

算
書

の
補

助
金
等
収
益
は
、
長
期
繰
延
補
助
金
等
に
か
か
る
減
価
償
却
費

等
の
見
合
い
の
収
益
化
額
（
1
7
,
4
2
4
千
円
）
が
含
ま
れ
る
た
め
、
上
記
補
助
金
等
収
益
と
は
一
致
し
ま
せ
ん
。

合
計

摘
要

（
単

位
：

千
円

）

名
称

交
付
元

経
費
の
別

期
首
残
高

当
期
振
替
額

当
期
交
付
額

期
末
残
高

　
返
還
額

　
　
7
5
千
円
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（
単

位
：

千
円

、
人

）

注
）

(
1
5
)
　
開
示
す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

　
　
　
　
該
当
事
項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

計 計計
－

2
.
教
職
員
の
給
与
及
び
退
職
手
当
は
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
県
立

大
学
職
員
給
与
規
程
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
県
立
大
学
教
員
年
俸
規
程
及
び
公
立
大
学
法
人

　
福
岡
県
立
大
学
非
常
勤
職
員
等
賃
金
規
程
に
基
づ
き
算
出
さ
れ

ま
す
。
な
お
、
退
職
手
当
は
給
料
月
額
に
勤
続
期
間
を
勘
案
し
て
算
出
さ
れ
ま
す
。

3
.
年
間
平
均
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

－
－－

－

職
　

員

常
　

勤
－ －

－－

－

教
　

員

常
　

勤

－
－

－－

役
　

員

常
　

勤

非
常

勤

(
1
4
)
　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細

区
 
分

報
酬

又
は

給
与

等
退

職
給

付

金
額

支
給

人
員

金
額

支
給

人
員

1
.
役
員
に
対
す
る
報
酬
は
、
公
立
大
学
法
人
福
岡
県
立
大
学
役
員

報
酬
規
程
に
基
づ
き
算
出
さ
れ
ま
す
。

－ －

合
　

計

非
常

勤

非
常

勤

計

常
　

勤

非
常

勤
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(
1
6
)
　
業
務
費
及
び

一
般

管
理

費
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

教
育

経
費

役
員
人
件
費

消
耗

品
費

常
勤
役
員
人
件
費

備
品

費
報
酬

印
刷

製
本
費

賞
与

水
道

光
熱
費

法
定
福
利
費

旅
費

交
通
費

非
常
勤
役
員
人
件
費

通
信

運
搬
費

報
酬

賃
借

料
福

利
厚

生
費

保
守

費
修

繕
費

損
害

保
険
料

広
告

宣
伝
費

行
事

費
会

議
費

教
員
人
件
費

報
酬

・
委
託
・
手
数
料

常
勤
教
員
人
件
費

奨
学

費
給
料

減
価

償
却
費

賞
与

雑
費

退
職
給
付
費
用

工
事

費
法
定
福
利
費

諸
会

費
租

税
公

課
非
常
勤
教
員
人
件
費

給
料

賞
与

法
定
福
利
費

研
究

経
費

職
員
人
件
費

消
耗

品
費

常
勤
職
員
給
与

備
品

費
給
料

印
刷

製
本
費

賞
与

水
道

光
熱
費

法
定
福
利
費

旅
費

交
通
費

通
信

運
搬
費

賃
借

料
非
常
勤
職
員
給
与

福
利

厚
生
費

給
料

保
守

費
賞
与

修
繕

費
法
定
福
利
費

損
害

保
険
料

会
議

費
報

酬
・

委
託
・
手
数
料

減
価

償
却
費

諸
会

費
一
般
管
理
費

雑
費

租
税

公
課

消
耗
品
費

備
品
費

印
刷
製
本
費

水
道
光
熱
費

旅
費
交
通
費

通
信
運
搬
費

賃
借
料

福
利
厚
生
費

教
育

研
究

支
援

経
費

保
守
費

消
耗

品
費

修
繕
費

水
道

光
熱
費

損
害
保
険
料

通
信

運
搬
費

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

賃
借

料
租
税
公
課

報
酬

・
委
託
・
手
数
料

減
価
償
却
費

減
価

償
却
費

雑
費

諸
会

費
食
糧
費

図
書

費
諸
会
費

受
託

研
究

費
　

職
員

人
件

費
　

非
常

勤
職
員
給
与

　
給

料
　

法
定

福
利
費

消
耗

品
費

通
信

運
搬
費

報
酬

・
委
託
・
手
数
料

租
税

公
課
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(
1
7
)
 
 
寄

附
金

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

(
1
8
)
 
 
受

託
研

究
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

経
費
の
別
　

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

直
接
経
費

間
接
経
費

(
1
9
)
 
 
共

同
研

究
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
2
0
)
 
 
受

託
事

業
等

の
明

細
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

(
2
1
)
 
 
科

学
研

究
費

助
成

事
業

等
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

注
）

間
接

経
費

相
当

額
を

記
載

し
、

直
接

経
費

相
当

額
に

つ
い

て
は

外
数

と
し

て
（

 
 
）

内
に

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

区
分

当
期

受
入

額
件

数
（

件
）

摘
要

注
）

合
　

計

注
）

当
期

受
入

額
に

は
現

物
寄

付
6
,
3
1
9
千

円
（

2
8
件

）
を

含
ん

で
お

り
ま

す
。

委
託
者

期
首
残
高

当
期
受
入
額

受
託
研
究
収
益

期
末
残
高

地
方
公
共
団
体

（
設
立
団
体
）

地
方
独
立
行
政
法
人
等

（
設
立
団
体
）

地
方
公
共
団
体
等

（
設
立
団
体
以
外
）

国

独
立
行
政
法
人
・

国
立
大
学
法
人

株
式
会
社
等

そ
の
他

合
計

種
目

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

基
盤

研
究

Ｂ
（

5
,
2
6
6
）

基
盤

研
究

Ｃ
（

1
3
,
0
6
7
）

若
手

研
究

（
3
,
2
0
0
）

厚
生

労
働

省
－

（
9
0
0
）

合
　

計
（

2
2
,
4
3
3
）
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(
2
2
)
　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

①
現

金
及

び
預

金
（

単
位

：
千

円
）

②
未

　
払

　
金

（
単

位
：

千
円

）

③
資

産
見

返
物

品
受

贈
額

戻
入

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

現
金

普
通

預
金

合
　

計

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

人
件

費

固
定

資
産

そ
の

他

合
　

計

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

建
物

に
係

る
分

構
築

物
に

係
る

分

医
療

用
工

具
器

具
備

品
に

係
る

分

工
具

器
具

備
品

に
係

る
分

図
書

に
係

る
分

合
　

計
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　福岡県公告式条例（昭和25年福岡県条例第46号）第４条第２項において準用する同条

例第２条第２項ただし書の規定により掲示したものを、ここに再掲する。

　福岡県告示第542号の２

　令和６年台風第10号による災害に関し、令和６年８月28日から久留米市、飯塚市、田

川市、柳川市、八女市、筑後市、行橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市

、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、うきは市、宮若市、みやま市、糸島

市、志免町、新宮町、粕屋町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、桂川町、大刀洗町、

大木町、広川町、苅田町、みやこ町、吉富町及び上毛町の区域において災害救助法（昭

和22年法律第118号）第２条の規定による救助を開始したので、福岡県災害救助法施行

細則（昭和40年福岡県規則第44号）第３条の規定により告示する。

　　令和６年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

　福岡県公告式条例（昭和25年福岡県条例第46号）第５条第１項において準用する同条

例第２条第２項ただし書の規定により掲示したものを、ここに再掲する。

　公告

　福岡県職員採用選考試験（後期）を次のとおり実施する。

　　令和６年９月５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県人事委員会委員長　　山　口　幸　雄　　

１　採用職種（区分）、採用予定数、職務内容及び採用時勤務予定場所

採用職種
（区分）

採用
予定数 職　務　内　容 採用時勤務予定場所

児童福祉
※職務経験者対象 ５名

児童の福祉に関する相談に応じ、専門
的な知識や技術によって調査や指導等
を行う児童福祉司の業務

児童相談所

心理判定員
※職務経験者対象 ３名 心理判定、心理療法及び相談・指導等

の業務 児童相談所等

獣医師 10名 獣医師業務
保健福祉環境事務所
、食肉衛生検査所、
家畜保健衛生所等

　（注１）採用予定数は変更になる場合があります。

　（注２）選考試験（後期）において、上記以外の職種の試験を実施する場合は、10月

上旬にホームページでお知らせします。

２　受験資格

採用職種
（区分） 受　験　資　格

児童福祉
※職務経験者対象

児童福祉司の任用資格を有する者又は
令和７年３月までに資格を取得する見
込みの者で、令和６年９月末日におい
て、社会福祉士及び介護福祉士法第７
条第４号又は精神保健福祉士法第７条
第４号の厚生労働省令で定める施設に
おける相談援助業務の実務経験を５年
以上有する者 昭和38年４月２日

以降に生まれた者
日本国籍を
有する者

心理判定員
※職務経験者対象

大学において、心理学を専修する学科
若しくはこれに相当する課程を修めて
卒業した者又はこれと同等以上の能力
を有する者で、令和６年９月末日にお
いて、公認心理師法第７条第２号の文
部科学省令・厚生労働省令で定める施
設における心理判定・心理療法等業務
の実務経験を５年以上有する者

獣医師
獣医師免許を有する者又は
令和７年５月までに免許を
取得する見込みの者

①昭和38年４月２日から平
成13年４月１日までに生ま
れた者
②平成13年４月２日以降に
生まれた者であって、学校
教育法に基づく大学（短期
大学を除く。）を卒業した
者又は令和７年３月までに
卒業見込みの者

日本国籍を
有する者

　（注）この試験を受験できない者

　　　　地方公務員法第16条に該当する者

３　試験の期日、場所等
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試験種目 試験の期日 試験の場所

第１次
試験

専門試験
論文試験 令和６年11月10日（日）

【福岡会場】
福岡県吉塚合同庁舎（福岡市博多区
吉塚本町13−50）
【東京会場】
立教大学池袋キャンパス（東京都豊
島区西池袋３−34−１）

第２次
試験

人物試験
受験資格等の調査

令和６年11月下旬
　　　～12月上旬

福岡県吉塚合同庁舎、福岡県福岡西
総合庁舎

４　合格者の発表

時　期 発　表　方　法

第１次合格者発表 令和６年11月下旬 福岡県人事委員会事務局前廊下に合格者の受験番号
を掲示するとともに、合格者に郵便で通知します。最終合格者発表 令和６年12月下旬

　（注）合格者に郵送する合格通知は、郵便事故などのため延着、不着となる場合もあ

りますので、掲示場所等で確認してください。

５　採用予定時期

　　合格者の採用は、原則として令和７年４月１日以降の予定です。

６　受験手続

　⑴　受付期間

　　　令和６年10月７日（月）９時から同年10月18日（金）17時まで

　⑵　申込方法

　　　インターネットによる申込のみです。詳しくは、福岡県のホームページの「福岡

県職員採用試験」にアクセスするか、職員採用試験案内をご覧ください。

　　　※福岡県職員採用試験のホームページ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/

contents/saiyo.html）　

７　試験案内の配布場所

　ア　福岡県庁内

　　・　人事委員会事務局任用課

　　・　県庁１階総合案内・県民情報センター

イ　出先機関等

　　・　東京・大阪の各福岡県事務所

　　・　アクロス福岡２階文化観光情報ひろば

　　・　県内各地の福岡県総合庁舎　等

８　その他

　　この試験についての詳しいことは、福岡県人事委員会事務局任用課へお尋ねくださ

い。

　　〒812−8577　福岡市博多区東公園７−７

　　ＴＥＬ　092−643−3956

　　ＦＡＸ　092−643−3960

　　電子メール　saiyo@pref.fukuoka.lg.jp


